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(57)【要約】
【課題】高湿環境下での保存後に点灯すると発生する液晶セルの反りに基づく光漏れの問
題を解消し得る液晶表示装置を提供すること。
【解決手段】アクリル系樹脂からなり、機械方向（ＭＤ方向）の引張弾性率と機械方向に
垂直な方向（ＴＤ方向）の引張弾性率が式（１）の関係を満足する光学フィルム。
　式（１）　ＭＤ方向の引張弾性率／ＴＤ方向の引張弾性率　＞　１．３６
【選択図】なし



(2) JP 2017-191334 A 2017.10.19

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも、フロント側偏光板、液晶セル、およびリア側偏光板を具備する液晶表示装
置であって、
　前記フロント側偏光板は
　偏光子と、少なくとも偏光子の片面に、
　アクリル系樹脂からなり、機械方向（ＭＤ方向）の引張弾性率と機械方向に垂直な方向
（ＴＤ方向）の引張弾性率が式（１）の関係を満足する、厚さ１０～４０μｍの光学フィ
ルムを具備し、
前記フロント側偏光板の前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置の
表示面の長辺の方向に並行である液晶表示装置。
　式（１）　ＭＤ方向の引張弾性率／ＴＤ方向の引張弾性率　＞　１．３６
【請求項２】
　前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）の引張弾性率が１．７０×１０9～５．５×
１０9Ｎ／ｍ2であり、機械方向に垂直な方向（ＴＤ方向）の引張弾性率が１．２×１０9

～４．０×１０9Ｎ／ｍ2である、請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　前記光学フィルムの式（ｉ）及び（ｉｉ）で表されるフィルム面内のレターデーション
値Ｒｅ及びフィルム膜厚方向のレターデーション値Ｒｔｈが式（ｉｉｉ）及び（ｉｖ）を
満たす請求項１又は２に記載の液晶表示装置。
　（ｉ）　Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
　（ｉｉ）　Ｒｔｈ＝（（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ）×ｄ
　（ｉｉｉ）　０≦Ｒｅ＜２０
　（ｉｖ）　｜Ｒｔｈ｜≦２５
　式中、ｎｘはフィルム面内の遅相軸方向の屈折率であり、ｎｙはフィルム面内の進相軸
方向の屈折率であり、ｎｚはフィルムの厚み方向の屈折率であり、ｄはフィルムの厚さ（
ｎｍ）である。
【請求項４】
　前記光学フィルムの表面にパターン位相差層、λ／４層、光学異方性層、ハードコート
層、防眩層、反射防止層、帯電防止層、及び易接着層の少なくとも一層を設けた請求項１
～３のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
　前記リア側偏光板が
偏光子と、少なくとも偏光子の片面に、
前記光学フィルムを具備し、
前記リア側偏光板の前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置の短辺
の方向に並行である請求項１～４のいずれか一項に記載の液晶表示装置。
【請求項６】
　前記フロント側偏光板の偏光子の両面に前記光学フィルムを具備し、
前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置の長辺の方向に並行である
請求項１～５のいずれか一項に記載の液晶表示装置。
【請求項７】
　前記リア側偏光板の偏光子の両面に前記光学フィルムを具備し、前記光学フィルムの機
械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置の短辺の方向に並行である請求項５又は６に記載
の液晶表示装置。
【請求項８】
　前記偏光子と前記光学フィルムが硬化型接着剤により接着されている請求項１～７のい
ずれか一項に記載の液晶表示装置。
【請求項９】
　前記液晶セルがＩＰＳモード、またはＶＡモードである請求項１～８のいずれか一項に
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記載の液晶表示装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学フィルム、偏光板、及び液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、消費電力の小さい省スペースの画像表示装置として年々その用途が広
がっている。ＶＡモード、ＩＰＳモード等の広視野角液晶モードが実用化されており、こ
れによってテレビ等の高品位の画像が要求される市場でも液晶表示装置の需要が急速に拡
大しつつある。
【０００３】
　また、液晶表示装置の用途拡大につれ、液晶表示装置に対して大サイズかつ高品位な質
感が求められてきている。一方、大サイズ化すると液晶表示装置が重くなってしまう。軽
量化のために、各種の部材の厚みの薄膜化が進んでいる。
【０００４】
　液晶表示装置は液晶セルと該液晶セルの視認側（フロント側）とバックライト側（リア
側）に設けられた偏光板により構成されている。両偏光板は液晶セルの両側の基板に接着
剤などで貼り付けられている。液晶表示装置に用いられる偏光板は、一般にヨウ素や染料
を吸着配向させたポリビニルアルコール（ＰＶＡ）フィルム等からなる偏光子と、その偏
光子の表裏両側に透明な保護フィルムを貼り合わせた構成となっているが、ＰＶＡが親水
性であるため、偏光子は温度や湿度の変化に敏感であり、周囲の環境変化で伸縮しやすい
。偏光子が伸縮することで、偏光板（偏光子を含む光学フィルムの積層体）が伸縮し、光
板が貼り付けられた液晶セルに反りが発生し、液晶表示装置に表示ムラ（液晶セル四隅に
生じる光漏れ）が発生する。近年の各種の部材の厚みの薄膜化に伴い、液晶セルの反りに
起因した光漏れが顕在化してきている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】国際公開第２００９／０４７９２４号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　透明性および偏光子に使用されるＰＶＡとの密着性確保の観点から、セルロースアシレ
ート系の偏光板保護フィルムが、偏光子に使用されるＰＶＡとの密着性を容易に確保でき
ることから広く使用されてきたが、近年はアクリル系樹脂からなる偏光板保護フィルムの
使用検討が進んでいる。アクリル系樹脂からなるアクリル系フィルムは、セルロースアシ
レート系フィルムに比べて含水率が低いため、水の出入り（湿度の変化）による偏光板の
伸縮を小さくできることが見込まれる。アクリル系樹脂からなる偏光板保護フィルムが特
許文献１に開示されている。しかし、このアクリル系樹脂からなる偏光板保護フィルムで
も含水率は偏光板の収縮を小さくできる性能に対して依然として高く、偏光板の伸縮が依
然として大きいことがわかった。
　本発明者らはアクリル系樹脂のみにより構成されるフィルムの含水率が１％程度（２５
℃相対湿度６０％）であることから、偏光板の伸縮に改善効果があると考え、上記フィル
ムからなる偏光板保護フィルムを用いた検討を行った。その結果、特開２０１２－０８４
１７号公報に開示されている偏光板保護フィルムより含水率は低くなり、偏光板の伸縮を
低減できることがわかった。しかしながら、上記フィルムであっても偏光板の伸縮を十分
抑制できず、液晶セルの反りを十分に解決するには至らなかった。
【０００７】
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　本発明が解決しようとする課題は、高湿環境下での保存後に点灯すると発生する液晶セ
ルの反りに基づく光漏れの問題を解消し得る光学フィルムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らの検討によると、アクリル系樹脂からなるアクリル系フィルムの機械方向（
ＭＤ方向）の引張弾性率を、機械方向に垂直な方向（ＴＤ方向）の引張弾性率で割った比
の値を１．３６より大きくすることで、液晶セルの反りを大きく低減でき、結果として光
漏れを顕著に改善できるとの知見を得、本発明を完成するに至った。
　すなわち、下記手段により上記課題を解決できる。
＜１＞
　少なくとも、フロント側の偏光板、液晶セル、およびリア側偏光板を具備する液晶表示
装置であって、
　前記フロント側の偏光板は
　偏光子と、少なくとも偏光子の片面に、
　アクリル系樹脂からなり、機械方向（ＭＤ方向）の引張弾性率と機械方向に垂直な方向
（ＴＤ方向）の引張弾性率が式（１）の関係を満足する、厚さ１０～４０μｍの光学フィ
ルムを具備し、
前記フロント側の偏光板の前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置
の表示面の長辺の方向に並行である液晶表示装置。
　式（１）　ＭＤ方向の引張弾性率／ＴＤ方向の引張弾性率　＞　１．３６
＜２＞
　前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）の引張弾性率が１．７０×１０9～５．５×
１０9Ｎ／ｍ2であり、機械方向に垂直な方向（ＴＤ方向）の引張弾性率が１．２×１０9

～４．０×１０9Ｎ／ｍ2である、＜１＞に記載の液晶表示装置。
＜３＞
　前記光学フィルムの式（ｉ）及び（ｉｉ）で表されるフィルム面内のレターデーション
値Ｒｅ及びフィルム膜厚方向のレターデーション値Ｒｔｈが式（ｉｉｉ）及び（ｉｖ）を
満たす＜１＞又は＜２＞に記載の液晶表示装置。
　（ｉ）　Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
　（ｉｉ）　Ｒｔｈ＝（（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ）×ｄ
　（ｉｉｉ）　０≦Ｒｅ＜２０
　（ｉｖ）　｜Ｒｔｈ｜≦２５
　式中、ｎｘはフィルム面内の遅相軸方向の屈折率であり、ｎｙはフィルム面内の進相軸
方向の屈折率であり、ｎｚはフィルムの厚み方向の屈折率であり、ｄはフィルムの厚さ（
ｎｍ）である。
＜４＞
　前記光学フィルムの表面にパターン位相差層、λ／４層、光学異方性層、ハードコート
層、防眩層、反射防止層、帯電防止層、及び易接着層の少なくとも一層を設けた＜１＞～
＜３＞のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
＜５＞
　前記リア側偏光板が
偏光子と、少なくとも偏光子の片面に、
前記光学フィルムを具備し、
前記リア側偏光板の前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置の短辺
の方向に並行である＜１＞～＜４＞のいずれか一項に記載の液晶表示装置。
＜６＞
　前記フロント側偏光板の偏光子の両面に前記光学フィルムを具備し、
前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置の長辺の方向に並行である
＜１＞～＜５＞のいずれか一項に記載の液晶表示装置。
＜７＞
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　前記リア側偏光板の偏光子の両面に前記光学フィルムを具備し、
前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置の短辺の方向に並行である
＜５＞又は＜６＞に記載の液晶表示装置。
＜８＞
　前記偏光子と前記光学フィルムが硬化型接着剤により接着されている＜１＞～＜７＞の
いずれか一項に記載の液晶表示装置。
＜９＞
　前記液晶セルがＩＰＳモード、またはＶＡモードである＜１＞～＜８＞のいずれか一項
に記載の液晶表示装置。
　本発明は、前記＜１＞～＜９＞に係る発明であるが、以下、それ以外の事項についても
記載している。
【０００９】
［１］
　アクリル系樹脂からなり、機械方向（ＭＤ方向）の引張弾性率と機械方向に垂直な方向
（ＴＤ方向）の引張弾性率が式（１）の関係を満足する光学フィルム。
　式（１）　ＭＤ方向の引張弾性率／ＴＤ方向の引張弾性率　＞　１．３６
［２］
　上記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）の引張弾性率が１．７０×１０9～５．５×
１０9Ｎ／ｍ2であり、機械方向に垂直な方向（ＴＤ方向）の引張弾性率が１．２×１０9

～４．０×１０9Ｎ／ｍ2である、［１］に記載の光学フィルム。
［３］
　上記光学フィルムの式（ｉ）及び（ｉｉ）で表されるフィルム面内のレターデーション
値Ｒｅ及びフィルム膜厚方向のレターデーション値Ｒｔｈが式（ｉｉｉ）及び（ｉｖ）を
満たす［１］又は［２］に記載の光学フィルム。
　（ｉ）　Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
　（ｉｉ）　Ｒｔｈ＝（（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ）×ｄ
　（ｉｉｉ）　０≦Ｒｅ＜２０
　（ｉｖ）　｜Ｒｔｈ｜≦２５
　式中、ｎｘはフィルム面内の遅相軸方向の屈折率であり、ｎｙはフィルム面内の進相軸
方向の屈折率であり、ｎｚはフィルムの厚み方向の屈折率であり、ｄはフィルムの厚さ（
ｎｍ）である。
［４］
　上記光学フィルムの表面にパターン位相差層、λ／４層、光学異方性層、ハードコート
層、防眩層、反射防止層、帯電防止層、及び易接着層の少なくとも一層を設けた［１］～
［３］のいずれかに記載の光学フィルム。
［５］
　偏光子と、少なくとも偏光子の片面に、［１］～［４］のいずれかに記載の光学フィル
ムを有する偏光板。
［６］
　［１］～［４］のいずれかに記載の光学フィルムを、偏光子の両面に有する［５］に記
載の偏光板。
［７］
　［５］又は［６］に記載の偏光板を少なくとも１枚有する液晶表示装置。
【００１０】
　以下、本発明の課題の解決手段についてより詳細に説明する。
　フィルムを機械方向：ＭＤ方向）に延伸することで、樹脂の分子配向は上がり、フィル
ムのＭＤ方向の引張弾性率は高くなる。一方で、樹脂の分子配向を上げることでＭＤ方向
の湿度寸法変化率は低減する。これは、ＭＤ方向において分子間に水が入り込みにくくな
り、実質的な含水率を低減する効果も発現したためと本発明者らは推定している。また、
本発明者らは、偏光板の伸縮により発生する力は、偏光板を構成するフィルムと偏光子の
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膜厚、引張弾性率、寸法変化率の積で決定され、偏光板を構成する光学フィルムの膜厚、
引張弾性率、寸法変化率の積を設計することにより、偏光板の伸縮を効果的に抑制できる
ことを見出した。引張弾性率の増加は光学フィルムの伸縮力を強くする方向に、寸法変化
率の低減は光学フィルムの伸縮力を弱める方向に働く。アクリル系樹脂からなるフィルム
をＭＤ方向に延伸すると、ＭＤ方向の光学フィルムの引張弾性率の増加による効果よりも
、ＭＤ方向の光学フィルムの寸法変化率の低減効果が大きく、結果としてＭＤ方向におけ
る偏光板の伸縮によって発生する力を弱めることができる。一方、フィルムをＭＤ方向に
延伸すると、ＭＤ方向に垂直な方向（ＴＤ方向）における偏光板の伸縮によって発生する
力は逆に強くなる。ここで、液晶セルは長手方向に反りやすいことがわかっている。
　通常、液晶表示装置では偏光子をクロスニコル配置とすることから、フロント側偏光板
の長手方向はフィルムのＭＤ方向に対応し、リア側偏光板の長手方向はフィルムのＴＤ方
向に対応する。フロント側偏光板の伸縮によって発生する力と、リア側偏光板の伸縮によ
って発生する力との差により、液晶セルの反りが発生するため、ＭＤ方向に延伸した光学
フィルムを使用することで、フロント側偏光板とリア側偏光板を組み合わせることにより
、液晶セルの反り量を低減することが可能となると本発明者らは推定している。また、Ｍ
Ｄ方向の引張弾性率／ＴＤ方向の引張弾性率の比が１．３６より大きいアクリル系フィル
ムを使用すると、従来のアクリル系フィルム（引張弾性率の比は最大でも１．０８程度）
を使用する場合に比べ、液晶セルの反りに伴って発生する液晶表示装置の表示ムラを明確
に低減することができる。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、高湿環境下での保存後に点灯すると発生する液晶セルの反りに基づく
光漏れの問題を解消した液晶表示装置を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明の光学フィルムはアクリル系樹脂からなる。
【００１３】
　アクリル系樹脂は、メタクリル系樹脂を含む概念であり、アクリレート／メタクリレー
トの誘導体、特にアクリレートエステル／メタクリレートエステルの（共）重合体も含ま
れる。
　さらに、前記アクリル系樹脂は、メタクリル系樹脂の他に、主鎖に環構造を有するアク
リル系樹脂も含み、ラクトン環を有する重合体、無水コハク酸環を有する無水マレイン酸
系重合体、無水グルタル酸環を有する重合体、グルタルイミド環含有重合体を含む。
　また、「アクリル系樹脂からなる」とは、光学フィルム中、アクリル系樹脂を７０質量
％以上含むことを表し、好ましくはアクリル系樹脂を８０質量％以上含み、より好ましく
はアクリル系樹脂を９０質量％以上含む。
【００１４】
（アクリル系樹脂）
　前記アクリル系樹脂の繰り返し構造単位は、特に限定されない。前記アクリル系樹脂は
、繰り返し構造単位としてアクリル酸エステル単量体由来の繰り返し構造単位を有するこ
とが好ましい。
【００１５】
　前記アクリル酸エステルとしては、特に限定されないが、例えば、アクリル酸メチル、
アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、アクリル酸ｔ－ブチ
ル、アクリル酸シクロヘキシル、アクリル酸ベンジルなどのアクリル酸エステル；メタク
リル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸プロピル、メタクリル酸ｎ－ブチル、
メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸ｔ－ブチル、メタクリル酸シクロヘキシル、メタ
クリル酸ベンジルなどのメタクリル酸エステル；などが挙げられ、これらは１種のみ用い
てもよいし、２種以上を併用してもよい。これらの中でも特に、耐熱性、透明性が優れる
点から、メタクリル酸メチルが好ましい。
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　前記アクリル酸エステルを主成分として用いる場合、重合工程に供する単量体成分中の
その含有割合は、本発明の効果を十分に発揮させる上で、好ましくは５０～１００質量％
、より好ましくは７０～１００質量％、更に好ましくは８０～１００質量％、特に好まし
くは９０～１００質量％である。
　前記アクリル酸エステルを主成分とする樹脂のガラス転移温度Ｔｇが、８０～１２０℃
の範囲内にあることが好ましい。
　また、前記アクリル酸エステルを主成分とする樹脂の重量平均分子量は、好ましくは５
０，０００～５００，０００の範囲である。
【００１６】
－主鎖に環構造を有するアクリル系樹脂－
　アクリル系樹脂の中でも主鎖に環構造を有するものが好ましい。主鎖に環構造を導入す
ることで、主鎖の剛直性を高め、耐熱性を向上することができる。
　本発明では主鎖に環構造を有するアクリル系樹脂の中でも主鎖にラクトン環構造を含有
する重合体、主鎖に無水コハク酸環を有する無水マレイン酸系重合体、主鎖に無水グルタ
ル酸環構造を有する重合体、主鎖にグルタルイミド環構造を有する重合体のいずれかであ
ることが好ましい。中でも主鎖にラクトン環構造を含有する重合体、及び主鎖にグルタル
イミド環構造を有する重合体であることがより好ましい。
　以下のこれらの主鎖に環構造を有する重合体について順に説明する。
【００１７】
（１）主鎖にラクトン環構造を有するアクリル系樹脂
　主鎖にラクトン環構造を有するアクリル系樹脂（以降ラクトン環含有重合体とも称す）
は、主鎖にラクトン環を有するアクリル系樹脂であれば特に限定されないが、好ましくは
下記一般式（１００）で示されるラクトン環構造を有する。
【００１８】
　一般式（１００）：
【００１９】
【化１】

【００２０】
　一般式（１００）中、Ｒ１１、Ｒ１２及びＲ１３は、それぞれ独立に、水素原子又は炭
素原子数１～２０の有機残基を表し、有機残基は酸素原子を含有していてもよい。
　ここで、炭素原子数１～２０の有機残基としては、炭素数１～６のアルキル基が好まし
く、具体的には、メチル基、エチル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｔ－ブチル基な
どが好ましい。
【００２１】
　ラクトン環含有重合体の構造中における上記一般式（１００）で示されるラクトン環構
造の含有割合は、好ましくは５～９０質量％、より好ましくは１０～７０質量％、さらに
好ましくは１０～６０質量％、特に好ましくは１０～５０質量％である。ラクトン環構造
の含有割合を５質量％以上とすることにより、得られた重合体の耐熱性、及び表面硬度が
向上する傾向にあり、ラクトン環構造の含有割合を９０質量％以下とすることにより、得
られた重合体の成形加工性が向上する傾向にある。
【００２２】
　なお、ラクトン環構造の含有割合は下記式より算出することができる。
　ラクトン環の含有割合（質量％）＝Ｂ×Ａ×ＭＲ／Ｍｍ
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　（式中、Ｂは、ラクトン環化に関与する構造（水酸基）を有する原料単量体の当該共重
合に用いられた単量体組成における質量含有割合であり、ＭＲは生成するラクトン環構造
単位の式量であり、Ｍｍはラクトン環化に関与する構造（水酸基）を有する原料単量体の
分子量であり、Ａはラクトン環化率である）
　また、ラクトン環化率は、例えば環化反応が脱アルコール反応を伴う場合、理論重量減
少量と重量減少が始まる前の１５０℃から、重合体の分解が始まる前の３００℃までの間
の脱アルコール反応による重量減加熱重量減少率から算出することができる。
【００２３】
　ラクトン環構造を有するアクリル系樹脂の製造方法については、特に限定はされない。
好ましくは、ラクトン環構造を有するアクリル系樹脂は、下記の所定の単量体を、重合す
ることによって分子鎖中に水酸基とエステル基とを有する重合体（ｐ）を得た後に、得ら
れた重合体（ｐ）を７５℃～１２０℃の温度範囲で加熱処理することによりラクトン環構
造を重合体に導入するラクトン環化縮合を行うことによって得られる。
　重合工程においては、下記一般式（１０１）で表される単量体を含む単量体成分の重合
反応を行うことにより、分子鎖中に水酸基とエステル基とを有する重合体を得る。
　一般式（１０１）：
【００２４】
【化２】

【００２５】
（式中、Ｒ１およびＲ２は、それぞれ独立に、水素原子または炭素数１～２０の有機残基
を表す。）
【００２６】
　一般式（１０１）で表される単量体としては、例えば、２－（ヒドロキシメチル）アク
リル酸メチル、２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸エチル、２－（ヒドロキシメチル）
アクリル酸イソプロピル、２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸ノルマルブチル、２－（
ヒドロキシメチル）アクリル酸ｔ－ブチルなどが挙げられる。これらの中でも、２－（ヒ
ドロキシメチル）アクリル酸メチル、２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸エチルが好ま
しく、耐熱性向上効果が高い点で、２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸メチルが特に好
ましい。一般式（１０１）で表される単量体は、１種のみ用いても良いし、２種以上を併
用しても良い。
【００２７】
　重合工程において供する単量体成分中の一般式（１０１）で表される単量体の含有割合
は、耐熱性、耐溶剤性、表面硬度の観点で好ましい範囲の下限値があり、得られた重合体
の成形加工性の観点で好ましい範囲の上限値があり、それら観点を踏まえ、好ましくは５
～９０質量％、より好ましくは１０～７０質量％、さらに好ましくは１０～６０質量％、
特に好ましくは１０～５０質量％である。
【００２８】
　重合工程において供する単量体成分中には、一般式（１０１）で表される単量体以外の
単量体を含んでいても良い。このような単量体としては、特に限定されないが、例えば、
アクリル酸エステル、水酸基含有単量体、不飽和カルボン酸、下記一般式（１０２）で表
される単量体が好ましく挙げられる。一般式（１０１）で表される単量体以外の単量体は
、１種のみ用いても良いし、２種以上を併用しても良い。
　一般式（１０２）：
【００２９】
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【化３】

【００３０】
（式中、Ｒ４は水素原子またはメチル基を表し、Ｘは水素原子、炭素数１～２０のアルキ
ル基、アリール基、－ＯＡｃ基、－ＣＮ基、－ＣＯ－Ｒ５基、または－ＣＯ－Ｏ－Ｒ６基
を表し、Ａｃはアセチル基を表し、Ｒ５およびＲ６は水素原子または炭素数１～２０の有
機残基を表す。）
【００３１】
　ラクトン環含有重合体の重量平均分子量は、好ましくは１０，０００～２，０００，０
００、より好ましくは２０，０００～１，０００，０００、特に好ましくは５０，０００
～５００，０００である。
【００３２】
　ラクトン環含有重合体は、ダイナミックＴＧ測定における１５０～３００℃の範囲内で
の質量減少率が、好ましくは１％以下、より好ましくは０．５％以下、さらに好ましくは
０．３％以下であるのがよい。ダイナミックＴＧの測定方法については、特開２００２－
１３８１０６号公報に記載の方法を用いることができる。
【００３３】
　ラクトン環含有重合体は、環化縮合反応率が高いので、成型品の製造過程で脱アルコー
ル反応が少なく、該アルコールを原因とした成形後の成形品中に泡や銀条（シルバースト
リーク）が入るという欠点が回避できる。さらに、高い環化縮合反応率によって、ラクト
ン環構造が重合体に充分に導入されるので、得られたラクトン環含有重合体は高い耐熱性
を有する。
【００３４】
　ラクトン環含有重合体は、濃度１５質量％のクロロホルム溶液にした場合、その着色度
（ＹＩ）が、好ましくは６以下、より好ましくは３以下、さらに好ましくは２以下、特に
好ましくは１以下である。着色度（ＹＩ）が６以下であれば、着色により透明性が損なわ
れるなどの不具合が生じにくいので、本発明において好ましく使用することができる。
【００３５】
　ラクトン環含有重合体は、熱質量分析（ＴＧ）における５％質量減少温度が、好ましく
は３３０℃以上、より好ましくは３５０℃以上、さらに好ましくは３６０℃以上である。
熱質量分析（ＴＧ）における５％質量減少温度は、熱安定性の指標であり、これを３３０
℃以上とすることにより、充分な熱安定性が発揮されやすい傾向にある。熱質量分析は、
上記ダイナミックＴＧの測定の装置を使用することができる。
【００３６】
　ラクトン環含有重合体のガラス転移温度（Ｔｇ）が、好ましくは１１５℃～１８０℃、
より好ましくは１２０℃～１７０℃、さらに好ましくは１２５℃～１６０℃である。
【００３７】
（２）主鎖に無水コハク酸環を有する無水マレイン酸系重合体　　　
　主鎖に無水コハク酸構造が重合体の分子鎖中（重合体の主骨格中）に形成されることに
より、共重合体であるアクリル樹脂に高い耐熱性が付与され、かつ、ガラス転移温度（Ｔ
ｇ）も高くなるため好ましい。　　
　主鎖に無水コハク酸環を有する無水マレイン酸系重合体のガラス転移温度（Ｔｇ）が、
好ましくは１１０℃～１６０℃、より好ましくは１１５℃～１６０℃、さらに好ましくは
１２０℃～１６０℃である。
　また、主鎖に無水コハク酸環を有する無水マレイン酸系重合体の重量平均分子量は、好
ましくは５０，０００～５００，０００の範囲である。
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【００３８】
　前記アクリル樹脂との共重合に用いられる前記無水マレイン酸単位としては、特に制限
はないが、特開２００８－２１６５８６号、特開２００９－０５２０２１号、特開２００
９－１９６１５１号、特表２０１２－５０４７８３号の各公報に記載のマレイン酸変性樹
脂を挙げることができる。
　なお、これらは本発明を限定するものではない。
　マレイン酸変性樹脂の市販品としては、マレイン酸変性ＭＡＳ樹脂（メタクリル酸メチ
ル－アクリロニトリル－スチレン共重合体）である旭化成ケミカルズ（株）製デルペット
９８０Ｎを好ましく使用することができる。
　また、無水マレイン酸単位を含むアクリル樹脂を製造する方法は特に制限がなく公知の
方法を用いることができる。
【００３９】
　前記マレイン酸変性樹脂としては、得られるポリマー中に無水マレイン酸単位が含まれ
るものであれば制限はなく、例えば、（無水）マレイン酸変性ＭＳ樹脂、（無水）マレイ
ン酸変性ＭＡＳ樹脂（メタクリル酸メチル－アクリロニトリル－スチレン共重合体）、（
無水）マレイン酸変性ＭＢＳ樹脂、（無水）マレイン酸変性ＡＳ樹脂、（無水）マレイン
酸変性ＡＡ樹脂、（無水）マレイン酸変性ＡＢＳ樹脂、エチレン－無水マレイン酸共重合
体、エチレン－アクリル酸－無水マレイン酸共重合体、無水マレイン酸グラフトポリプロ
ピレンなどが挙げられる。　　　
【００４０】
　前記無水マレイン酸単位は、下記一般式（２００）で表される構造である。　　　
　一般式（２００）：
【００４１】
【化４】

【００４２】
　前記一般式（２００）中、Ｒ２１及びＲ２２は、それぞれ独立に、水素原子又は炭素数
１～２０の有機残基を表す。　　　
　前記有機残基は、炭素数が１～２０の範囲内であれば特には限定されないが、例えば、
直鎖若しくは分岐状のアルキル基、直鎖若しくは分岐状のアルキレン基、アリール基、－
ＯＡｃ基、－ＣＮ基などが挙げられる。また、有機残基は酸素原子を含んでいてもよい。
Ａｃはアセチル基を表す。
　前記Ｒ２１及びＲ２２の炭素数は１～１０であることが好ましく、１～５であることが
より好ましい。
【００４３】
　前記Ｒ２１及びＲ２２がそれぞれ水素原子を表す場合は、固有複屈折の調整の観点から
、更にその他の共重合成分を含むことも好ましい。このような３元系以上の耐熱性アクリ
ル樹脂として、例えば、メタクリル酸メチル－無水マレイン酸－スチレン共重合体を好ま
しく用いることができる。
【００４４】
（３）主鎖に無水グルタル酸環構造を有する重合体
　主鎖に無水グルタル酸環構造を有する重合体とは、グルタル酸無水物単位を有する重合
体である。
【００４５】
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　グルタル酸無水物単位を有する重合体は、下記一般式（３００）で表されるグルタル酸
無水物単位（以下、グルタル酸無水物単位と呼ぶ）を有することが好ましい。
【００４６】
　一般式（３００）：
【００４７】
【化５】

【００４８】
　一般式（３００）中、Ｒ３１、Ｒ３２は、それぞれ独立に、水素原子又は炭素数１～２
０の有機残基を表す。なお、有機残基は酸素原子を含んでいてもよい。Ｒ３１、Ｒ３２は
、特に好ましくは、同一又は相異なる、水素原子又は炭素数１～５のアルキル基を表す。
【００４９】
　グルタル酸無水物単位を有する重合体は、グルタル酸無水物単位を含有するアクリル系
樹脂であることが好ましい。アクリル系樹脂としては、耐熱性の点から１２０℃以上のガ
ラス転移温度（Ｔｇ）を有することが好ましい。
　主鎖に無水グルタル酸環構造を有する重合体のガラス転移温度（Ｔｇ）が、好ましくは
１１０℃～１６０℃、より好ましくは１１５℃～１６０℃、さらに好ましくは１２０℃～
１６０℃である。
　また、主鎖に無水グルタル酸環構造を有する重合体の重量平均分子量は、好ましくは５
０，０００～５００，０００の範囲である。
【００５０】
　アクリル系樹脂に対するグルタル酸無水物単位の含有量としては、５～５０質量％が好
ましく、より好ましくは１０～４５質量％である。５質量％以上、より好ましくは１０質
量％以上とすることにより、耐熱性向上の効果を得ることができ、さらには耐候性向上の
効果を得ることもできる。
【００５１】
（４）主鎖にグルタルイミド環構造を有するアクリル系樹脂
　主鎖にグルタルイミド環構造を有するアクリル系樹脂（以降グルタルイミド系樹脂とも
称す）は、主鎖にグルタルイミド環構造を有することによって光学特性や耐熱性などの点
で好ましい特性バランスを発現できる。前記主鎖にグルタルイミド環構造を有するアクリ
ル系樹脂は、少なくとも下記一般式（４００）で表されるグルタルイミド単位（但し、式
中、Ｒ３０１、Ｒ３０２、Ｒ３０３は独立に水素または炭素数１～１２個の非置換のまた
は置換のアルキル基、シクロアルキル基、アリール基である。）を２０質量％以上有する
グルタルイミド樹脂を含有することが好ましい。
【００５２】
一般式（４００）：
【００５３】
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【化６】

 
 
 
【００５４】
　本発明に用いられるグルタルイミド系樹脂を構成する好ましいグルタルイミド単位とし
ては、Ｒ３０１、Ｒ３０２が水素原子またはメチル基であり、Ｒ３０３がメチル基または
シクロヘキシル基である。該グルタルイミド単位は、単一の種類でもよく、Ｒ３０１、Ｒ
３０２、Ｒ３０３が異なる複数の種類を含んでいてもよい。
【００５５】
　本発明に用いられる、グルタルイミド系樹脂を構成する好ましい第二の構成単位として
は、アクリル酸エステル又はメタクリル酸エステルからなる単位である。好ましいアクリ
ル酸エステル又はメタクリル酸エステル構成単位としてはアクリル酸メチル、アクリル酸
エチル、メタクリル酸メチル、メタクリル酸メチル等が挙げられる。また、別の好ましい
イミド化可能な単位として、Ｎ－メチルメタクリルアミドや、Ｎ－エチルメタクリルアミ
ドのような、Ｎ－アルキルメタクリルアミドが挙げられる。これら第二の構成単位は単独
の種類でもよく、複数の種類を含んでいてもよい。
【００５６】
　グルタルイミド系樹脂の、一般式（４００）で表されるグルタルイミド単位の含有量は
、グルタルイミド系樹脂の総繰り返し単位を基準として、２０質量％以上９５質量％以下
であることが好ましい。より好ましくは５０～９０質量％、さらに好ましくは、６０～８
０質量％である。グルタルイミド単位の含有量を２０質量％以上にすると、得られるフィ
ルムの耐熱性、透明性確保の点で好ましい。９５質量％以下とするとフィルムの脆性、透
明性、フィルム化の観点で好ましい。
【００５７】
　グルタルイミド系樹脂は、必要に応じ、更に、第三の構成単位が共重合されたものでも
よい。好ましい第三の構成単位の例としては、スチレン、置換スチレン、α－メチルスチ
レンなどのスチレン系単量体、ブチルアクリレートなどのアクリル系単量体、アクリロニ
トリルやメタクリロニトリル等のニトリル系単量体、マレイミド、Ｎ－メチルマレイミド
、Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマレイミドなどのマレイミド系単量体を
共重合してなる構成単位を用いることができる。これらはグルタルイミド系樹脂中に、該
グルタルイミド単位とイミド化可能な単位と直接共重合してあっても良く、また、該グル
タルイミド単位とイミド化可能な単位を有する樹脂に対してグラフト共重合してあっても
かまわない。第３成分は、これを添加する場合は、グルタルイミド系樹脂中の含有率は、
グルタルイミド系樹脂中の総繰り返し単位を基準として５モル％以上、３０モル％以下で
あることが好ましい。
【００５８】
　グルタルイミド系樹脂は、米国特許３２８４４２５号、米国特許４２４６３７４号、特
開平２－１５３９０４号公報等に記載されており、イミド化可能な単位を有する樹脂とし
てメタクリル酸メチルエステルなどを主原料として得られる樹脂を用い、該イミド化可能
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な単位を有する樹脂をアンモニアまたは置換アミンを用いてイミド化することにより得る
ことができる。グルタルイミド系樹脂を得る際に、反応副生成物としてアクリル酸やメタ
クリル酸、あるいはその無水物から構成される単位がグルタルイミド系樹脂中に導入され
る場合がある。このような構成単位、特に酸無水物の存在は、得られる本発明フィルムの
全光線透過率やヘイズを低下させるため、好ましくない。アクリル酸やメタクリル酸含量
として、樹脂１ｇ当たり０．５ミリ当量以下、好ましくは０．３ミリ当量以下、より好ま
しくは０．１ミリ当量以下とすることが望ましい。また、特開平０２－１５３９０４号公
報にみられるように、主としてＮ－メチルアクリルアミドとメタクリル酸メチルエステル
から成る樹脂を用いてイミド化することにより、グルタルイミド系樹脂を得ることも可能
である。
【００５９】
　前記グルタル系樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は、好ましくは１１０℃～１６０℃、よ
り好ましくは１１５℃～１６０℃、さらに好ましくは１２０℃～１６０℃である。
　また、グルタル系樹脂の重量平均分子量は、好ましくは５０，０００～５００，０００
の範囲である。
【００６０】
　本発明の光学フィルムは、アクリル系樹脂以外にもその他の樹脂を混合してもよい。ア
クリル系樹脂とその他の樹脂の質量比は７０：３０～１００：０であることが好ましく、
８０：２０～１００：０であることがより好ましく、更に好ましくは９０：１０～１００
：０であり、特に好ましくは９８：２～１００：０であり、最も好ましくは１００：０で
ある。アクリル系樹脂とその他の樹脂の質量比が８０：２０～１００：０の範囲であると
、透湿性が低く、フィルムを透過した水による偏光子の湿度膨張をより抑制できるため好
ましい。
【００６１】
－アクリル系樹脂からなる光学フィルムの製造方法－
　以下、アクリル系樹脂からなる熱可塑性樹脂を製膜する製造方法について詳しく説明す
る。
　アクリル系樹脂を主成分として用いて光学フィルムを製膜するには、例えば、オムニミ
キサーなど、従来公知の混合機でフィルム原料をプレブレンドした後、得られた混合物を
押出混練する。この場合、押出混練に用いる混合機は、特に限定されるものではなく、例
えば、単軸押出機、二軸押出機などの押出機や加圧ニーダーなど、従来公知の混合機を用
いることができる。
【００６２】
　フィルム成形の方法としては、例えば、溶液キャスト法（溶液流延法）、溶融押出法、
カレンダー法、圧縮成形法など、従来公知のフィルム成形法が挙げられる。これらのフィ
ルム成形法のうち、溶融押出法が特に好適である。
【００６３】
　溶融押出法としては、例えば、Ｔダイ法、インフレーション法などが挙げられ、その際
の成形温度は、フィルム原料のガラス転移温度に応じて適宜調節すればよく、特に限定さ
れるものではないが、例えば、好ましくは１５０℃～３５０℃、より好ましくは２００℃
～３００℃である。
【００６４】
　Ｔダイ法でフィルム成形する場合は、公知の単軸押出機や二軸押出機の先端部にＴダイ
を取り付け、フィルム状に押出されたフィルムを巻き取って、ロール状のフィルムを得る
ことができる。この際、巻き取りロールの温度を適宜調整して、押出方向に延伸を加える
ことで、１軸延伸することも可能である。また、押出方向と垂直な方向にフィルムを延伸
することにより、同時２軸延伸、逐次２軸延伸などを行うこともできる。
【００６５】
　本発明の光学フィルムは、アクリル系樹脂からなる延伸フィルムが好ましい。延伸フィ
ルムである場合は、１軸延伸フィルムまたは２軸延伸フィルムのいずれでもよい。２軸延
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伸フィルムである場合は、同時２軸延伸フィルムまたは逐次２軸延伸フィルムのいずれで
もよい。２軸延伸した場合は、機械的強度が向上し、フィルム性能が向上する。
　アクリル系樹脂からなる光学フィルムは、その厚さが好ましくは５μｍ～８０μｍ、よ
り好ましくは１０μｍ～４０μｍである。厚さが５μｍ以上であると、フィルム強度の向
上、耐久性（捲縮）を抑制することができ、好ましい。厚さが８０μｍ以下とすることで
、フィルムの透明性の確保、適切な透湿性の確保することができ、好ましい。
【００６６】
　本発明の光学フィルムは、機械方向（ＭＤ方向）の引張弾性率と機械方向に垂直な方向
（ＴＤ方向）の引張弾性率において式（１）の関係を満足する。
　式（１）　ＭＤ方向の引張弾性率／ＴＤ方向の引張弾性率　＞　１．３６
　更に好ましくは、
　１．３６　＜　ＭＤ方向の引張弾性率／ＴＤ方向の引張弾性率　＜　１．８０
の範囲である。
　機械方向（ＭＤ方向）の引張弾性率／機械方向に垂直な方向（ＴＤ方向）の引張弾性率
の比が１．３６より大きいアクリル系フィルムを使用すると、従来のアクリル系フィルム
（引張弾性率の比は最大でも１．０８程度）を使用する場合に比べ、液晶セルの反りに基
いて発生する液晶表示装置の表示ムラを明確に低減することができる。
　液晶表示装置に発生する表示ムラは、液晶セルが反る結果、液晶セルの四隅がベゼルに
接触するなどして発生する面状故障のことをいう。液晶表示装置の液晶セルは、その両面
に２枚の偏光板を有する。たとえば、液晶表示装置を高湿環境下に置くとフロント側及び
リア側のいずれの偏光板も含水し膨潤する。その後、液晶表示装置を高湿環境下から取り
出すと、前記含水し膨潤した偏光板が乾燥し収縮する。ここで、リア側の偏光板は、液晶
表示装置内に配置されており、フロント側の偏光板よりも気密性が高い環境に置かれてい
る等の理由から、フロント側の偏光板がより早く乾燥するため、より大きな収縮力が発生
するのに対し、リア側の偏光板は乾燥が遅く、収縮力の発生が小さい。そのため、表示ム
ラを効果的に低減する目的では、フロント側偏光板に、式（１）の関係を満足する光学フ
ィルムが使用されていることが好ましく、フロント側偏光板およびリア側偏光板に使用さ
れる４枚の光学フィルムのうち、液晶セルから遠い側の２枚が式（１）の関係を満足する
光学フィルムであることがより好ましく、フロント側偏光板およびリア側偏光板に使用さ
れる４枚の光学フィルム全てが式（１）の関係を満足する光学フィルムであることが更に
好ましい。
　また、本発明の光学フィルムがフロント側偏光板に用いられる場合は、機械方向（ＭＤ
方向）が液晶表示装置の表示面の長辺の方向（通常は左右方向）となるように配置される
ことが好ましく、リア側偏光板に用いられる場合は、機械方向（ＭＤ方向）が液晶表示装
置の表示面の短辺の方向（通常は上下方向）となるように配置されることが好ましい。
【００６７】
　また、近年、液晶表示装置は、大型化・薄型化が進行し、用途も多様化し、耐久性への
要求が厳しくなってきている。例えば、液晶表示装置の薄型化が進むにつれて、表示面に
円形状あるいは楕円状の光ムラが発生することが問題となってきており、この改善が求め
られている。この光ムラ発生の原因として、薄型化によりバックライト部材と液晶パネル
部材のバックライト側偏光板との接触が起こり易くなることが挙げられる。バックライト
部材とバックライト側偏光板の接触が起こった状態で液晶表示装置が長期間使用されたり
、高温多湿の環境下で使用されたりする場合、接触部分で水分が溜まり易く、その水分が
偏光子に浸透することにより、バックライト部材とバックライト側偏光板の接触部と非接
触部における偏光板の伸縮量が変化する結果、光弾性起因で位相差が発現し、光ムラが発
生すると考えられる。アクリル系樹脂からなる光学フィルムは光弾性係数が０Ｂｒ近傍の
ため、光弾性起因の位相差は発現しない。そのため、リア側偏光板の液晶セル側にアクリ
ル樹脂からなる光学フィルムを用いることで、前記光ムラを大きく低減することができる
。
【００６８】
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　本発明の光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）の引張弾性率は１．７×１０9～５．５
×１０9Ｎ／ｍ2であることがより好ましく、２．０×１０9～５．５×１０9Ｎ／ｍ2であ
ることがより好ましく、２．５×１０9～５．５×１０9Ｎ／ｍ2であることが特に好まし
い。本発明の光学フィルムの機械方向に垂直な方向（ＴＤ方向）の引張弾性率は１．２×
１０9～４．０×１０9Ｎ／ｍ2であることがより好ましく、１．２×１０9～３．５×１０
9Ｎ／ｍ2であることがより好ましく、１．２×１０9～３．２×１０9Ｎ／ｍ2であること
が特に好ましい。
【００６９】
　一般的に、引張弾性率が高いほど偏光板表面を引っ掻いたときのキズはつきにくい。す
なわち、引張弾性率ＭＤ／ＴＤ比が大（ＭＤ引張弾性率が高い）だと、ＭＤ方向のキズ耐
性を向上できるため、好ましい。例えば、偏光板作製時のロール搬送時にキズがつきにく
く、ロール搬送時の歩留まりを向上することができる。
【００７０】
　本発明の光学フィルムにおいてはＲｅ＝（ｎx－ｎy）×ｄで表されるフィルム面内のレ
ターデーション値Ｒｅは０ｎｍ≦Ｒｅ＜２０ｎｍであることが好ましい。より好ましくは
０ｎｍ≦Ｒｅ≦１５ｎｍであり、０ｎｍ≦Ｒｅ≦１０ｎｍであることがさらに好ましい。
【００７１】
　本発明の光学フィルムにおいてはＲｔｈ＝（（ｎx＋ｎy）／２－ｎz）×ｄで表される
フィルム膜厚方向のレターデーション値Ｒｔｈは｜Ｒｔｈ｜≦２５ｎｍであることが好ま
しい。本発明の光学フィルムにおいてはＲｔｈ＝（（ｎx＋ｎy）／２－ｎz）×ｄで表さ
れるフィルム膜厚方向のレターデーション値Ｒｔｈは｜Ｒｔｈ｜≦２５ｎｍであることが
好ましい。より好ましくは｜Ｒｔｈ｜≦２０ｎｍであり、｜Ｒｔｈ｜≦１０ｎｍであるこ
とがさらに好ましく、－１０ｎｍ≦Ｒｔｈ≦５ｎｍであることが最も好ましい。
【００７２】
　本明細書において、Ｒｅ（λｎｍ）、Ｒｔｈ（λｎｍ）は各々、波長λ（単位；ｎｍ）
における面内レターデーション及び厚さ方向のレターデーションを表す。Ｒｅ（λｎｍ）
はＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲ（王子計測機器（株）製）において波長λｎｍの光を
フィルム法線方向に入射させて測定される。測定波長λｎｍの選択にあたっては、波長選
択フィルターをマニュアルで交換するか、又は測定値をプログラム等で変換して測定する
ことができる。測定されるフィルムが一軸又は二軸の屈折率楕円体で表されるものである
場合には、以下の方法によりＲｔｈ（λｎｍ）は算出される。
　Ｒｔｈ（λｎｍ）は前記Ｒｅ（λｎｍ）を、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又
はＷＲにより判断される）を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合にはフィルム面
内の任意の方向を回転軸とする）のフィルム法線方向に対して法線方向から片側５０°ま
で１０°ステップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて全部で６点測
定し、その測定されたレターデーション値と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を
基にＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲが算出する。
　上記において、λに関する記載が特になく、Ｒｅ、Ｒｔｈとのみ記載されている場合は
、波長５５０ｎｍの光を用いて測定した値のことを表す。また、法線方向から面内の遅相
軸を回転軸として、ある傾斜角度にレターデーションの値がゼロとなる方向をもつフィル
ムの場合には、その傾斜角度より大きい傾斜角度でのレターデーション値はその符号を負
に変更した後、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲが算出する。
　なお、遅相軸を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合にはフィルム面内の任意の
方向を回転軸とする）、任意の傾斜した２方向からレターデーション値を測定し、その値
と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を基に、以下の式（３）及び式（４）よりＲ
ｔｈを算出することもできる。
【００７３】
式（３）
【００７４】
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【数１】

【００７５】
［式中、Ｒｅ（θ）は法線方向から角度θ傾斜した方向におけるレタ－デーション値を表
す。また、ｎｘは面内における遅相軸方向の屈折率を表し、ｎｙは面内においてｎｘに直
交する方向の屈折率を表し、ｎｚはｎｘ及びｎｙに直交する厚み方向の屈折率を表し、ｄ
はフィルムの膜厚を表す。］
　　式（４）：　Ｒｔｈ＝（（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ）×ｄ
また、上記の測定において、平均屈折率の仮定値は、ポリマーハンドブック（ＪＯＨＮ　
ＷＩＬＥＹ＆ＳＯＮＳ，ＩＮＣ）、各種光学フィルムのカタログの値を使用することがで
きる。平均屈折率の値が既知でないものについては、アッベ屈折計で測定することができ
る。主な光学フィルムの平均屈折率の値を以下に例示する：セルロースアシレート（１．
４８）、シクロオレフィンポリマー（１．５２）、ポリカーボネート（１．５９）、ポリ
メチルメタクリレート（１．４９）、ポリスチレン（１．５９）である。
【００７６】
＜偏光板＞
　本発明の偏光板は、偏光子と、少なくとも偏光子の片面に、上記本発明の光学フィルム
を有する。本発明の偏光板は、上記本発明の光学フィルムを、偏光子の両面に有すること
が好ましい。
　本発明の偏光板は、偏光子と上記本発明の光学フィルムを偏光子の保護フィルムとして
有することが好ましく、偏光板の構成としては、保護フィルム／偏光子／保護フィルム、
又は、保護フィルム／偏光子、保護フィルム／偏光子／塗工層が好ましい。
　本発明の偏光板を構成する偏光板保護フィルムに関し、上記本発明の光学フィルム以外
の保護フィルムに使用できる材料については特に制限はない。種々のポリマーからなる層
やフィルム（以後、まとめて「フィルム」と称する場合もある）であってもよく、例えば
、セルロースアシレート系ポリマー、ポリカーボネート系ポリマー、ポリエチレンテレフ
タレートやポリエチレンナフタレート等のポリエステル系ポリマー、ポリメチルメタクリ
レート等のアクリル系ポリマー、ポリスチレンやアクリロニトリル・スチレン共重合体（
ＡＳ樹脂）等のスチレン系ポリマー等を利用することができる。また、ポリエチレン、ポ
リプロピレン等のポリオレフィン、エチレン・プロピレン共重合体の如きポリオレフィン
系ポリマー、シクロオレフィン系ポリマー、塩化ビニル系ポリマー、ナイロンや芳香族ポ
リアミド等のアミド系ポリマー、イミド系ポリマー、スルホン系ポリマー、ポリエーテル
スルホン系ポリマー、ポリエーテルエーテルケトン系ポリマー、ポリフェニレンスルフィ
ド系ポリマー、塩化ビニリデン系ポリマー、ビニルアルコール系ポリマー、ビニルブチラ
ール系ポリマー、アリレート系ポリマー、ポリオキシメチレン系ポリマー、エポキシ系ポ
リマー、または前記ポリマーを混合したポリマー等から１種又は２種以上のポリマーを選
択し、主成分として用いてポリマー層やフィルムを作製してもよい。また、重合性基を有
する棒状液晶やディスコティック液晶を所定の配向状態で重合させ、固定化して形成した
層であってもよい。
　本発明の偏光板で、偏光子の本発明の光学フィルムが貼合された面とは反対側の面に他
の光学フィルムが貼合される場合、他の光学フィルムは機能層を有することができる。偏
光子または他の機能層との密着性改良のために、機能層として易接着層を有することがで
きる。
【００７７】
　本発明の偏光板は、一般的な方法で作製することができる。例えば、偏光子と上記本発
明の光学フィルムを積層する方法である。
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　積層には、通常、接着剤が用いられる。偏光子と両面の偏光板保護フィルムの間の接着
剤層は、その厚さを０.０１～３０μｍ程度とすることができ、好ましくは０.０１～１０
μｍ、さらに好ましくは０.０５～５μｍである。接着剤層の厚さがこの範囲にあれば、
積層される偏光板保護フィルムと偏光子との間に浮きや剥がれを生じず、実用上問題のな
い接着力が得られる。
【００７８】
　好ましい接着剤の一つとして、水系接着剤、すなわち、接着剤成分が水に溶解又は分散
しているものを挙げることができ、ポリビニルアルコール系樹脂水溶液からなる接着剤が
好ましく用いられる。
　ポリビニルアルコール系樹脂水溶液からなる接着剤において、ポリビニルアルコール系
樹脂には、酢酸ビニルの単独重合体であるポリ酢酸ビニルをケン化処理して得られるビニ
ルアルコールホモポリマーのほか、酢酸ビニルとこれに共重合可能な他の単量体との共重
合体をケン化処理して得られるビニルアルコール系共重合体、さらにそれらの水酸基を部
分的に変性した変性ポリビニルアルコール系重合体などがある。
　この接着剤には、多価アルデヒド、水溶性エポキシ化合物、メラミン系化合物、ジルコ
ニア化合物、亜鉛化合物、グリオキシル酸塩等が架橋剤として添加されていてもよい。水
系接着剤を用いた場合、それから得られる接着剤層の厚みは通常、１μｍ以下である。
【００７９】
　もう一つの好ましい接着剤として、活性エネルギー線の照射又は加熱により硬化するエ
ポキシ化合物を含有する硬化性接着剤組成物が挙げられる。ここで硬化性のエポキシ化合
物は、分子内に少なくとも２個のエポキシ基を有するものである。この場合、偏光子と保
護フィルムとの接着は、当該接着剤組成物の塗布層に対して、活性エネルギー線を照射す
るか、又は熱を付与し、接着剤に含有される硬化性のエポキシ化合物を硬化させる方法に
より行うことができる。エポキシ化合物の硬化は、一般に、エポキシ化合物のカチオン重
合により行われる。また生産性の観点から、この硬化は活性エネルギー線の照射により行
うことが好ましい。
　硬化性接着剤を用いた場合、それから得られる接着剤層の厚みは通常、０．５～５μｍ
程度である。
【００８０】
　硬化性接着剤を用いる場合には、貼合ロールを用いてフィルムを貼合した後、必要に応
じて乾燥を行ない、活性エネルギー線を照射するかまたは加熱することにより硬化性接着
剤を硬化させる。活性エネルギー線の光源は特に限定されないが、波長４００ｎｍ以下に
発光分布を有する活性エネルギー線が好ましく、具体的には、低圧水銀灯、中圧水銀灯、
高圧水銀灯、超高圧水銀灯、ケミカルランプ、ブラックライトランプ、マイクロウェーブ
励起水銀灯、メタルハライドランプ等が好ましく用いられる。
【００８１】
　耐候性、屈折率、カチオン重合性などの観点から、硬化性接着剤組成物に含有されるエ
ポキシ化合物は、分子内に芳香環を含まないものであることが好ましい。分子内に芳香環
を含まないエポキシ化合物として、水素化エポキシ化合物、脂環式エポキシ化合物、脂肪
族エポキシ化合物などが例示できる。このような硬化性接着剤組成物に好適に用いられる
エポキシ化合物は、例えば、特開２００４－２４５９２５号公報に詳細に説明されている
。
【００８２】
　また、上記本発明の光学フィルムと偏光子とを接着剤で貼合するにあたり、接着強度を
向上させる目的で、上記本発明の光学フィルムの、偏光子と対向する面に表面処理（例、
グロー放電処理、コロナ放電処理、紫外線（ＵＶ）処理）や易接着層形成等をしてもよい
。特開２００７-１２７８９３号公報、特開２００７－１２７８９３号公報等に記載され
ている易接着層の材料や形成法などを用いることができる。
【００８３】
　また、保護フィルムとして本発明の光学フィルム以外のフィルムを用いる場合、例えば
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セルロースアシレートフィルム（セルロースアシレート系ポリマー層）を用いる態様では
、セルロースアシレートフィルムの裏面と、偏光子とを貼り合わせることで作製すること
ができる。前記セルロースアシレートフィルムと偏光子との貼り合せに、水系接着剤を用
いる態様では、前記セルロースアシレートフィルムの貼合面は、アルカリ鹸化処理を行う
ことが好ましい。また、貼合には、完全ケン化型ポリビニルアルコール水溶液を用いるこ
とができる。
【００８４】
　前記偏光子としては、従来公知の方法で製造したものを用いることができ、ポリビニル
アルコール系偏光子が好ましい。例えば、ポリビニルアルコールあるいはエチレン単位の
含有量１～４モル％、重合度２０００～４０００、けん化度９９．０～９９．９９モル％
であるエチレン変性ポリビニルアルコールの如き親水性ポリマーからなるフィルムを、ヨ
ウ素の如き二色性染料で処理して延伸したものや、塩化ビニルの如きプラスチックフィル
ムを処理して配向させたものを用いる。
【００８５】
　また、基材上にポリビニルアルコール層を形成した積層フィルムの状態で延伸および染
色を施すことにより１０μｍ以下の偏光子フィルムを得る方法として、特許第５０４８１
２０号公報、特許第５１４３９１８号公報、特許第５０４８１２０号公報、特許第４６９
１２０５号公報、特許第４７５１４８１号公報、特許第４７５１４８６号公報を挙げるこ
とができ、これらの偏光子に関する公知の技術も本発明の偏光板に好ましく利用すること
ができる。
【００８６】
＜機能層＞
　本発明の光学フィルムの少なくとも一方の表面上に、機能層を有していてもよい。機能
層としては三次元映像表示用のパターン位相差層、λ／４層、光学異方性層、ハードコー
ト層、反射防止層、防眩層、帯電防止層、易接着層などがあげられる。各機能層は単独、
または併用しても良い。また、特にパターン位相差層またはλ／４層を本発明の光学フィ
ルム上に設けた態様では、本発明の光学フィルムのもう一方の面、もしくは前記パターン
位相差層または前記λ／４層上にハードコート層を設ける態様が好ましい。また、パター
ン位相差層またはλ／４層上にハードコート層を設ける態様では、前記パターン位相差層
または前記λ／４層よりも視認側に配置された層、もしくは前記ハードコート層に紫外線
吸収能を有することが好ましい。
　本発明の偏光板が、保護フィルム／偏光子／機能層、すなわち、保護フィルムである本
発明の光学フィルムと機能層とで偏光子を挟持する構成の場合、液晶表示装置において、
前記機能層を液晶セルに近い方に配置する態様では、前記機能層がλ／４層、光学異方性
層、ハードコート層、帯電防止層、易接着層であることが好ましい。
【００８７】
＜パターン位相差層＞
　パターン位相差層は、面内遅相軸方向及び面内レターデーションの少なくとも一方が互
いに異なる第１位相差領域及び第２位相差領域を含み、且つ前記第１及び第２位相差領域
が、面内において交互に配置されており、第１位相差領域及び第２位相差領域の間には境
界部を有する。一例は、第１及び第２位相差領域がそれぞれλ／４程度のＲｅを有し、且
つ面内遅相軸が互いに直交している光学異方性層である。このようなパターン位相差層の
形成には種々の方法があるが、重合性基を有する棒状液晶を水平配向させた状態、及びデ
ィスコティック液晶を垂直配向させた状態で重合させ、固定化して形成することが好まし
い。
　一般的に、液晶化合物はその形状から、棒状タイプと円盤状タイプに分類できる。さら
にそれぞれ低分子と高分子タイプがある。高分子とは一般に重合度が１００以上のものを
指す（高分子物理・相転移ダイナミクス，土井 正男 著，２頁，岩波書店，１９９２）。
本発明に用いられるパターン光学異方性層では、いずれの液晶化合物を用いることもでき
るが、棒状液晶化合物または円盤状液晶化合物を用いるのが好ましい。２種以上の棒状液



(19) JP 2017-191334 A 2017.10.19

10

20

30

40

50

晶化合物、２種以上の円盤状液晶化合物、又は棒状液晶化合物と円盤状液晶化合物との混
合物を用いてもよい。温度変化や湿度変化を小さくできることから、反応性基を有する棒
状液晶化合物または円盤状液晶化合物を用いて形成することがより好ましく、少なくとも
１つは１液晶分子中の反応性基が２以上あることがさらに好ましい。液晶化合物は二種類
以上の混合物でもよく、その場合少なくとも１つが２以上の反応性基を有していることが
好ましい。
　棒状液晶化合物としては、例えば、特表平１１－５１３０１９号公報や特開２００７－
２７９６８８号公報に記載のものを好ましく用いることができ、ディスコティック液晶化
合物としては、例えば、特開２００７－１０８７３２号公報や特開２０１０－２４４０３
８号公報に記載のものを好ましく用いることができるが、これらに限定されない。
【００８８】
　液晶化合物が重合条件の異なる２種類以上の反応性基を有することもまた好ましい。こ
の場合、条件を選択して複数種類の反応性基の一部種類のみを重合させることにより、未
反応の反応性基を有する高分子を含む位相差層を作製することが可能となる。用いる重合
条件としては重合固定化に用いる電離放射線の波長域でもよいし、用いる重合機構の違い
でもよいが、好ましくは用いる開始剤の種類によって制御可能な、ラジカル性の反応基と
カチオン性の反応基の組み合わせがよい。前記ラジカル性の反応性基がアクリル基および
／またはメタクリル基であり、かつ前記カチオン性基がビニルエーテル基、オキセタン基
および／またはエポキシ基である組み合わせが反応性を制御しやすく特に好ましい。
【００８９】
　前記光学異方性層は、配向膜を利用した種々の方法で形成でき、その製法については特
に制限はない。
　第１の態様は、液晶の配向制御に影響を与える複数の作用を利用し、その後、外部刺激
（熱処理等）によりいずれかの作用を消失させて、所定の配向制御作用を支配的にする方
法である。例えば、配向膜による配向制御能と、液晶化合物中に添加される配向制御剤の
配向制御能との複合作用により、液晶を所定の配向状態とし、それを固定して一方の位相
差領域を形成した後、外部刺激（熱処理等）により、いずれかの作用（例えば配向制御剤
による作用）を消失させて、他の配向制御作用（配向膜による作用）を支配的にし、それ
によって他の配向状態を実現し、それを固定して他方の位相差領域を形成する。例えば、
所定のピリジニウム化合物又はイミダゾリウム化合物は、ピリジニウム基又はイミダリウ
ム基が親水的であるため前記親水的なポリビニルアルコール配向膜表面に偏在する。特に
、ピリジニウム基が、さらに、水素原子のアクセプターの置換基であるアミノ基が置換さ
れていると、ポリビニルアルコールとの間に分子間水素結合が発生し、より高密度に配向
膜表面に偏在すると共に、水素結合の効果により、ピリジニウム誘導体がポリビニルアル
コールの主鎖と直交する方向に配向するため、ラビング方向に対して液晶の直交配向を促
進する。前記ピリジニウム誘導体は、分子内に複数個の芳香環を有しているため、前述し
た、液晶、特にディスコティック液晶化合物との間に強い分子間π－π相互作用が起こり
、ディスコティック液晶の配向膜界面近傍における直交配向を誘起する。特に、親水的な
ピリジニウム基に疎水的な芳香環が連結されていると、その疎水性の効果により垂直配向
を誘起する効果も有する。しかし、その効果は、ある温度を超えて加熱すると、水素結合
が切断され、前記ピリジニウム化合物等の配向膜表面における密度が低下し、その作用を
消失する。その結果、ラビング配向膜そのものの規制力により液晶が配向し、液晶は平行
配向状態になる。この方法の詳細については、特開２０１２－８１７０号公報に記載があ
り、その内容は本明細書に参照として取り込まれる。
【００９０】
　第２の態様は、パターン配向膜を利用する態様である。この態様では、互いに異なる配
向制御能を有するパターン配向膜を形成し、その上に、液晶化合物を配置し、液晶を配向
させる。液晶は、パターン配向膜のそれぞれの配向制御能によって配向規制され、互いに
異なる配向状態を達成する。それぞれの配向状態を固定することで、配向膜のパターンに
応じて第１及び第２の位相差領域のパターンが形成される。パターン配向膜は、印刷法、
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ラビング配向膜に対するマスクラビング、光配向膜に対するマスク露光等を利用して形成
することができる。また、配向膜を一様に形成し、配向制御能に影響を与える添加剤（例
えば、上記オニウム塩等）を別途所定のパターンで印刷することによって、パターン配向
膜を形成することもできる。大掛かりな設備が不要である点や製造容易な点で、印刷法を
利用する方法が好ましい。この方法の詳細については、特開２０１２－０３２６６１号公
報に記載があり、その内容は本明細書に参照として取り込まれる。
【００９１】
　また、第１及び第２の態様を併用してもよい。一例は、配向膜中に光酸発生剤を添加す
る例である。この例では、配向膜中に光酸発生剤を添加し、パターン露光により、光酸発
生剤が分解して酸性化合物が発生した領域と、発生していない領域とを形成する。光未照
射部分では光酸発生剤はほぼ未分解のままであり、配向膜材料、液晶、及び所望により添
加される配向制御剤の相互作用が配向状態を支配し、液晶を、その遅相軸がラビング方向
と直交する方向に配向させる。配向膜へ光照射し、酸性化合物が発生すると、その相互作
用はもはや支配的ではなくなり、ラビング配向膜のラビング方向が配向状態を支配し、液
晶は、その遅相軸をラビング方向と平行にして平行配向する。前記配向膜に用いられる光
酸発生剤としては、水溶性の化合物が好ましく用いられる。使用可能な光酸発生剤の例に
は、Ｐｒｏｇ．　Ｐｏｌｙｍ．　Ｓｃｉ．，　２３、１４８５（１９９８）に記載の化合
物が含まれる。前記光酸発生剤としては、ピリジニウム塩、ヨードニウム塩及びスルホニ
ウム塩が特に好ましく用いられる。この方法の詳細については、特開２０１２－１５０４
２８号公報に記載があり、その内容は本明細書に参照として取り込まれる。
【００９２】
（第一領域と第二領域の形状）
　本発明の光学フィルムは、互いに複屈折率が異なる第１位相差領域（以下、単に第一領
域とも言う）と第２位相差領域（以下、単に第二領域とも言う）を有し、前記第一位相差
領域と前記第二位相差領域が１ラインごとに交互にパターン化された光学異方性層（以下
、パターン位相差とも言う）とを有する。前記第一領域と前記第二領域が、互いの短辺の
長さがほぼ等しい帯状であり、かつ交互に繰り返しパターニングされていることが、３Ｄ
立体映像表示システム用に用いる観点から好ましい。
【００９３】
　本発明の光学フィルムでは、前記第一領域の遅相軸と前記第二領域の遅相軸が略直交す
ることが、３Ｄ映像表示をするときに前記第一領域と前記第二領域を通過した光の偏光状
態を直線偏光から円偏光、又は円偏光から直線偏光に変えることができる観点から好まし
い。
　また、本発明の光学フィルムでは、前記第一領域の遅相軸と前記第二領域の遅相軸が直
交することが、３Ｄ映像表示をするときに前記第一領域と前記第二領域を通過した光の偏
光状態を、楕円偏光させずに、直線偏光から円偏光、又は円偏光から直線偏光に変えるこ
とができる観点から、より好ましい。
【００９４】
　本発明の光学フィルムでは、パターンの長辺の方向と、支持体の音速が最大となる方向
とが略直交であることが、パターン領域と画素のずれを低減し、クロストークを抑制でき
る観点から好ましい。
【００９５】
（レターデーション）
　前記のように直線偏光から円偏光、又は円偏光から直線偏光に変換する機能を有するパ
ターン位相差層は波長の１／４のレターデーションを持つことが好ましい。一般に４分の
１波長板と呼ばれ、可視光の波長５５０ｎｍにおいてはＲｅ＝１３７．５ｎｍが理想値と
なる。
　また、直線偏光から円偏光、又は円偏光から直線偏光に変換するパターン位相差層は波
長の１／４のレターデーションを有するものだけではない。例えば、波長の－１／４や３
／４のレターデーションでもよく、一般式で表すと波長の１／４±ｎ／２（ｎは整数）の
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レターデーションを有すればよい。
　前記第一領域の遅相軸と前記第二領域の遅相軸が直交するパターニングは、波長の－１
／４や１／４のレターデーションを有する領域を交互に形成すればよい。この時、互いの
領域の遅相軸はほぼ直交する。また、波長の１／４と３／４のレターデーションをパター
ニングしてもよく、この時の互いの領域の遅相軸はほぼ平行になる。ただし、互いの領域
の円偏光の回転方向は逆になる。
　更に、波長の１／４と３／４のレターデーションのパターニングは、波長の１／４を全
面に形成後、波長の１／２又は－１／２のレターデーションを形成してもよい。
　本発明の光学フィルムに、波長の１／４のレターデーションを持たせる場合、光学フィ
ルム中に含まれる前記第一領域のＲｅ（５５０）値と、光学フィルム中に含まれる前記第
二領域のＲｅ（５５０）値が３０～２５０ｎｍであることが好ましく、５０～２３０ｎｍ
であることがより好ましく、１００～２００ｎｍであることが特に好ましく、１０５～１
８０ｎｍであることがより特に好ましく、１１５～１６０ｎｍであることが更に好ましく
、１２０～１５０ｎｍであることがより特に好ましい。
【００９６】
　また、３Ｄ映像表示をするときに前記第一領域と前記第二領域を通過した光の偏光状態
を直線偏光から円偏光、又は円偏光から直線偏光に変えることができる観点から、パター
ン位相差層と支持体との全体のＲｅ（５５０）が１１０～１６５ｎｍであることが好まし
く、１１０～１５５ｎｍであることがより好ましく、１２０～１４５ｎｍであることが更
に好ましい。特に、パターン位相差層と支持体との全体のＲｅ（５５０）が上記範囲であ
り、かつ第一領域と第二領域の遅相軸が略直交していることが精度良く右目用画像と左目
用画像の偏光状態を変えることができる観点から好ましい。
【００９７】
＜λ／４層＞
　λ／４層とは、前記パターン位相差層の項で記載した前記第１位相差領域のみの態様で
ある。すなわち、互いに複屈折率が異なる２つの領域を有する態様でなく、一様な複屈折
率の領域を有する態様である。好ましい材料やレターデーションの範囲は前記パターン位
相差層と同様である。
【００９８】
＜光学異方性層＞
　光学異方性層とは、所定の配向状態にした前記種々のポリマーからなる層や、重合性基
を有する棒状液晶やディスコティック液晶を所定の配向状態で重合させ、固定化して形成
した層のことである。重合性基を有する棒状液晶やディスコティック液晶としては、前記
パターン位相差層と同様の材料を用いることができる。
【００９９】
＜ハードコート層＞
　本発明に用いられるハードコート層はフィルムに硬度や耐傷性を付与するための層であ
る。前記ハードコート層は、例えば、塗布組成物を基材フィルムである本発明の光学フィ
ルム上に塗布し、硬化させることによって形成することができる。また、他の機能を付加
することを目的として、ハードコート層上に、他の機能層を積層してもよい。またハード
コート層にフィラーや添加剤を加えることで、機械的、電気的、光学的な物理的な性能や
撥水・撥油性などの化学的な性能をハードコート層自体に付与することもできる。
　前記ハードコート層は、厚みが０．１～６μｍであることが好ましく、より好ましくは
３～６μｍである。前記範囲の薄いハードコート層を有することで、脆性やカール抑制な
どの物性改善、軽量化および製造コスト低減がなされたハードコート層を含む光学フィル
ムになる。また、基材フィルムがＭＤ方向に大きな引張弾性率、前記特定の引張弾性率の
範囲以上とすることで、顕著に鉛筆硬度を高めることができる。
【０１００】
　ハードコート層は、硬化性組成物を硬化することで形成するのが好ましい。硬化性組成
物は、液状の塗布組成物として調製されるのが好ましい。前記塗布組成物の一例は、マト
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リックス形成バインダー用モノマー又はオリゴマー、ポリマー類及び有機溶媒を含有する
。この塗布組成物を塗布後に硬化することでハードコート層を形成することができる。硬
化には、架橋反応、又は重合反応を利用することができる。
【０１０１】
（マトリックス形成バインダー用モノマー又はオリゴマー）
　利用可能なマトリックス形成バインダー用モノマー又はオリゴマーの例には、電離放射
線硬化性の多官能モノマー及び多官能オリゴマーが含まれる。多官能モノマーや多官能オ
リゴマーは架橋反応、又は、重合反応可能なモノマーであるのが好ましい。前記電離放射
線硬化性の多官能モノマーや多官能オリゴマーの官能基としては、光、電子線、放射線重
合性のものが好ましく、中でも光重合性官能基が好ましい。
【０１０２】
　光重合性官能基としては、（メタ）アクリロイル基、ビニル基、スチリル基、アリル基
等の不飽和の重合性官能基等や、エポキシ系化合物等の開環重合型の重合性官能基が挙げ
られ、中でも、（メタ）アクリロイル基が好ましい。
【０１０３】
　光重合性官能基を有する光重合性多官能モノマーの具体例としては、
　ネオペンチルグリコールアクリレート、１，６－ヘキサンジオール（メタ）アクリレー
ト、プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート等のアルキレングリコールの（メタ）
アクリル酸ジエステル類；
　トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリコールジ（メタ）
アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコ
ールジ（メタ）アクリレート等のポリオキシアルキレングリコールの（メタ）アクリル酸
ジエステル類；
　ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート等の多価アルコールの（メタ）アクリル
酸ジエステル類；
　２，２－ビス｛４－（アクリロキシ・ジエトキシ）フェニル｝プロパン、２，２－ビス
｛４－（アクリロキシ・ポリプロポキシ）フェニル｝プロパン等のエチレンオキシドある
いはプロピレンオキシド付加物の（メタ）アクリル酸ジエステル類；等が挙げられる。
【０１０４】
　更には、ウレタン（メタ）アクリレート類、ポリエステル（メタ）アクリレート類、イ
ソシアヌル酸アクリレート類、エポキシ（メタ）アクリレート類も、光重合性多官能モノ
マーとして、好ましく用いられる。
【０１０５】
　上記の中でも、多価アルコールと（メタ）アクリル酸とのエステル類が好ましく、１分
子中に３個以上の（メタ）アクリロイル基を有する多官能モノマーがより好ましい。
　具体的には、（ジ）ペンタエリスリトールトリ(メタ)アクリレート、（ジ）ペンタエリ
スリトールテトラ（メタ）アクリレート、（ジ）ペンタエリスリトールペンタ（メタ）ア
クリレート、（ジ）ペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、トリペンタエリ
スリトールトリアクリレート、トリペンタエリスリトールヘキサトリアクリレート、トリ
メチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、トリメチロールエタントリ（メタ）アク
リレート、ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレート、ＥＯ変性トリメチロ
ールプロパントリ（メタ）アクリレート、ＰＯ変性トリメチロールプロパントリ（メタ）
アクリレート、ＥＯ変性リン酸トリ（メタ）アクリレート、１，２，４－シクロヘキサン
テトラ（メタ）アクリレート、ペンタグリセロールトリアクリレート、１，２，３－クロ
ヘキサンテトラメタクリレート、ポリエステルポリアクリレート、カプロラクトン変性ト
リス（アクリロキシエチル）イソシアヌレート、等が挙げられる。
　本明細書において、「（メタ）アクリレート」、「（メタ）アクリル酸」、「（メタ）
アクリロイル」は、それぞれ「アクリレート又はメタクリレート」、「アクリル酸又はメ
タクリル酸」、「アクリロイル又はメタクリロイル」を表す。
【０１０６】
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　さらに、３個以上の（メタ）アクリロイル基を有する樹脂、例えば比較的低分子量のポ
リエステル樹脂、ポリエーテル樹脂、アクリル樹脂、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、アル
キッド樹脂、スピロアセタール樹脂、ポリブタジエン樹脂、ポリチオールポリエン樹脂、
多価アルコール等の多官能化合物などのオリゴマー又はプレポリマー等も挙げられる。
　３個以上の（メタ）アクリロイル基を有する多官能アクリレート系化合物類の具体化合
物としては、特開２００７－２５６８４４の［００９６］等を参考にすることができる。
【０１０７】
　ウレタンアクリレート類としては、例えば、アルコール、ポリオール、および／または
ヒドロキシル基含有アクリレート等のヒドロキシル基含有化合物類とイソシアネート類を
反応させ、または必要によって、これらの反応によって得られたポリウレタン化合物を（
メタ）アクリル酸でエステル化して得られるウレタンアクリレート系化合物を挙げること
ができる。
　具体的な化合物の具体例としては特開２００７－２５６８４４号公報の［００１７］等
の記載を参考にすることができる。
【０１０８】
　イソシアヌル酸アクリレート類を利用すると、カールをより低減できるので好ましい。
これには、イソシアヌル酸ジアクリレート類、イソシアヌル酸トリアクリレート類が挙げ
られ、具体的な化合物の事例としては特開２００７－２５６８４４の［００１８］～［０
０２１］等を参考にすることができる。
【０１０９】
　前記ハードコート層には、さらに硬化による収縮低減のために、エポキシ系化合物を用
いることができる。これを構成するためのエポキシ基を有するモノマー類としては、１分
子中にエポキシ基を２基以上有するモノマーが用いられ、これらの例としては特開２００
４－２６４５６３号、同２００４－２６４５６４号、同２００５－３７７３７号、同２０
０５－３７７３８号、同２００５－１４０８６２号、同２００５－１４０８６２号、同２
００５－１４０８６３号、同２００２－３２２４３０号等に記載されているエポキシ系モ
ノマー類が挙げられる。また、グリシジル（メタ）アクリレートのようなエポキシ系とア
クリル系の両官能基を持つ化合物を用いることも好ましい。
【０１１０】
（高分子化合物）
　前記ハードコート層は、高分子化合物を含有していてもよい。高分子化合物の説明およ
び好ましい具体例としては、特開２０１２－２１５８１２号公報に記載の内容と同様であ
り、この公報に記載の内容は本明細書中に組み込まれる。
【０１１１】
（硬化性組成物）
　前記ハードコート層の形成に利用可能な硬化性組成物の説明および好ましい具体例とし
ては、特開２０１２－２１５８１２号公報に記載の内容と同様であり、この公報に記載の
内容は本明細書中に組み込まれる。
【０１１２】
（ハードコート層の性質）
　前記ハードコート層は、耐擦傷性に優れるのが好ましい。具体的には、耐擦傷性の指標
となる鉛筆硬度試験を実施した場合に、３Ｈ以上を達成するのが好ましい。
【０１１３】
　本発明の偏光板は各用途に適する機能を示すために、本発明の光学フィルム、及び前記
ハードコート層とともに、他の層を有していてもよい。例えば、防眩層、クリアハードコ
ート層のほか、反射防止層、帯電防止層、防汚層等を有していてもよい。
【０１１４】
　また、特に近年に普及した各種方式のタッチパネルを有する画像表示画面には耐指紋付
性、防汚性が求められるため、本発明の光学フィルム上に耐指紋付性層、あるいは防汚性
層を形成することも有用である。　耐指紋付性層、防汚性層については、例えば、特許第
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４５１７５９０号公報、特許第４６３８９５４号公報、国際公開ＷＯ２０１０／０９０１
１６号公報、国際公開ＷＯ２０１１／１０５５９４号公報を参考にすることができる。
【０１１５】
　画像表示装置についても制限はない、液晶セルを含む液晶表示装置であっても、有機Ｅ
Ｌ層を含む有機ＥＬ画像表示装置であっても、またプラズマ画像表示装置であってもよい
。セルロースアシレート系ポリマー層、ポリエステル系ポリマー層、アクリル系ポリマー
層、シクロオレフィン系ポリマー層、および液晶化合物を含む組成物からなる層は、偏光
子との貼合性が良好であり、偏光板を必須の部材とする液晶表示装置に利用するのに適す
る。
【０１１６】
　偏光板の作製時には、本発明の光学フィルムが面内遅相軸を有する場合は、該面内遅相
軸と偏光子との透過軸が平行もしくは直交するように貼合することが好ましい。
【０１１７】
［液晶表示装置］
　本発明の液晶表示装置は、本発明の偏光板を少なくとも１枚有する。
　偏光板における、本発明の光学フィルムの配置方法の一例は、ハードコート層等の機能
層を有さない状態で本発明の光学フィルムが、偏光子の外側に配置（すなわち前記偏光板
の偏光子よりも前記液晶セルから遠くなるように配置）した偏光板の表面保護フィルムで
ある。本発明の光学フィルムの配置方法の他の一例は、ハードコート層等の機能層を有す
る状態で表示面側の偏光板の本発明の光学フィルムが、偏光子の外側に配置（すなわち前
記偏光板の偏光子よりも前記液晶セルから遠くなるように配置）した偏光板の表面保護フ
ィルムである。また、本発明の液晶表示装置では、本発明の光学フィルムがもう一方の保
護フィルムよりも前記液晶セルから近くなるように、前記偏光板が配置されることも好ま
しい。
　その他の構成については、公知の液晶表示装置のいずれの構成も採用することができる
。そのモードについても特に制限はなく、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、Ｉ
ＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）、ＦＬＣ（Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ
　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）、ＡＦＬＣ（Ａｎｔｉ－ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ
　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔ
ｏｒｙ　Ｂｅｎｄ）、ＳＴＮ（Ｓｕｐｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＶＡ
（Ｖｅｒｔｉｃａｌｌｙ　Ａｌｉｇｎｅｄ）およびＨＡＮ（Ｈｙｂｒｉｄ　Ａｌｉｇｎｅ
ｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）等の様々な表示モードの液晶表示装置として構成することができる
。
【０１１８】
　本発明の液晶表示装置としては、透過型の液晶表示装置が好ましく、該透過型の液晶表
示装置は、通常、バックライトと液晶セル、および透過軸が直交する２枚の偏光板から構
成され、該２枚の偏光板は該液晶セルの視認側とバックライト側に粘着剤層を介して貼合
されている。
　前記の液晶セルは、液晶層と該液晶層の両側に設けられた２枚のガラス基板を有する。
　液晶表示装置用のガラス基板としては、珪酸塩ガラスが用いられ、好ましくはシリカガ
ラス、ホウ珪酸ガラスが用いられ、最も好ましくは無アルカリホウ珪酸ガラスが用いられ
る。液晶表示装置用のガラス基板にアルカリ成分が含有されていると、アルカリ成分が溶
出し、ＴＦＴが損傷するおそれがある。尚、ここで無アルカリホウ珪酸ガラスとは、アル
カリ成分が実質的に含まれていないガラスのことであって、具体的には、アルカリ成分が
１０００ｐｐｍ以下のガラスのことである。本発明でのアルカリ成分の含有量は、好まし
くはアルカリ成分が５００ｐｐｍ以下であり、より好ましくはアルカリ成分が３００ｐｐ
ｍ以下である。
【０１１９】
　液晶表示装置用のガラス基板は、平面視略矩形状の板状体であって、板厚が０．０１ｍ
ｍ～１．１ｍｍであることが好ましい。０．０１ｍｍ以上であれば光の干渉や評価対象デ
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ィスプレイ用ガラス基板の変形による内部歪などによる影響を受けにくく、１．１ｍｍ以
下であれば評価時の輝度が低下しにくい。より好ましい板厚は０．１ｍｍ～０．７ｍｍ、
さらに好ましい板厚は０．１ｍｍ～０．５ｍｍである。
【０１２０】
　本発明の偏光板を液晶表示装置に貼り合わせる方法は、特に制限はなく、液晶表示装置
の表示面の大きさを有する偏光板を用意して、液晶セルの両面にそれぞれ貼合してもよい
。
　本発明の偏光板を液晶表示装置へと貼合する方法としては、ロールｔｏパネル製法を用
いることもでき、生産性、歩留まりを向上する上で好ましい。ロールｔｏパネル製法は特
開２０１１－４８３８１号公報、特開２００９－１７５６５３号公報、特許４６２８４８
８号公報、特許４７２９６４７号公報、ＷＯ２０１２／０１４６０２号公報、ＷＯ２０１
２／０１４５７１号公報等に記載されているが、これに限定されない。
【０１２１】
　また、本発明の偏光板を液晶表示装置に貼り合わせる方法は、液晶表示装置の表示面の
短辺に対応する幅の第１偏光板の帯状シート状製品が巻き取られたロールを用いて、液晶
表示装置の前記表示面の長辺に対応する長さに前記第１偏光板を切断した後、液晶表示装
置の液晶セルの一方の表示面に貼り合せる第１切断貼合工程と、液晶表示装置の前記表示
面の長辺に対応する幅の第２偏光板の帯状シート状製品が巻き取られたロールを用いて、
液晶表示装置の前記表示面の短辺に対応する長さに前記第２偏光板を切断した後、液晶表
示装置の液晶セルの他方の表面に貼り合せる第２切断貼合工程とを含む貼合法でもよい。
　上記方法によると、液晶表示装置の表示面の短辺に対応する幅の偏光板のロールと、長
辺に対応する幅の偏光板のロールとを用いることにより、各々から供給される偏光板を一
定間隔で切断するだけで、液晶表示装置の表示面の短辺及び長辺に対応する偏光板を各々
得ることができる。このため、前者を長辺に対応する長さに切断し、後者を短辺に対応す
る長さに切断し、液晶表示装置の液晶セルの両方の表面に貼り合わせることによって、吸
軸等の光学異方性が同じ方向の２つのロールを使用して、吸収軸等の光学異方性が直交す
るように上下の偏光板を液晶セルに貼り合わせることができる。
【０１２２】
　また、上記方法による貼合では、液晶セルを供給する液晶セルの供給装置と、第１偏光
板の帯状シート状製品が巻き取られたロールから帯状シート状製品を引き出して、所定の
長さに切断した後に供給する第１偏光板の供給装置と、前記液晶セルの供給装置から供給
された液晶セルの一方表面に、前記第１偏光板の供給装置から供給された前記第１偏光板
を貼り合せる第１貼合装置と、前記第１偏光板の貼り合せ後の液晶セルを搬送して供給す
る搬送供給装置と、第２偏光板の帯状シート状製品が巻き取られたロールから帯状シート
状製品を引き出して、所定の長さに切断した後に供給する第２偏光板の供給装置と、前記
搬送供給装置から供給された前記液晶セルの他方表面に、前記第２偏光板の供給装置から
供給された前記第２偏光板を貼り合せる第２貼合装置とを備え、前記第１偏光板の供給装
置および前記第２偏光板の供給装置が、前記液晶セルの長辺と短辺とに対応させて、一方
の供給装置が短辺に対応する幅の偏光板を長辺に対応する長さで切断し、他方の供給装置
が長辺に対応する幅の偏光板を短辺に対応する長さで切断するように構成してあることを
特徴とする貼合システムを用いることが好ましい。
【実施例】
【０１２３】
［フィルム１の作製］
　［下記式（１）で表されるラクトン環構造を有するアクリル系樹脂｛共重合モノマー質
量比＝メタクリル酸メチル／２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸メチル＝８／２、ラク
トン環化率約１００％、ラクトン環構造の含有割合１９．４質量％、重量平均分子量１３
３０００、メルトフローレート６．５ｇ／１０分（２４０℃、１０ｋｇｆ）、Ｔｇ１３１
℃｝９０質量部と、アクリロニトリル－スチレン（ＡＳ）樹脂｛トーヨーＡＳ ＡＳ２０
、東洋スチレン社製｝１０質量部との混合物；Ｔｇ１２７℃］のペレットを二軸押し出し
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機に供給し、約２８０℃でシート状に溶融押し出しして、高テンションで搬送してロール
状に巻き取り、厚さ４０μｍの長尺状のフィルム１を得た。
【０１２４】
【化７】

【０１２５】
　上記（１）中、Ｒ１は水素原子であり、Ｒ２及びＲ３はメチル基である。
【０１２６】
［フィルム２～４、１９の作製］
　溶融押し出しの厚みを変更した以外は、フィルム１と同様の方法で作製した１１５μｍ
の未延伸シートを、１６０℃の温度条件下、ＭＤ方向に３.０倍延伸することで、フィル
ム２を作製した。さらに、溶融押し出した長尺状の未延伸シートの厚みを変更した以外は
フィルム１と同様の条件で作製した原膜を、高温下で延伸することで表１に記載の長尺状
のフィルム３、４および１９を作製した。なお、ＭＤ方向の延伸倍率を高くすることで、
ＭＤ方向の引張弾性率を高くすることができる。
【０１２７】
［フィルム５の作製］
　特開２０１１－１３８１１９号公報の［０１７３］～［０１７６］の方法で、イミド化
樹脂を得た。イミド化樹脂は主鎖にグルタルイミド環構造を有し、芳香族ビニル構造を有
しないアクリル樹脂である。
【０１２８】
　得られたイミド化樹脂１００質量部と、下記トリアジン化合物Ａ０．１０質量部を単軸
押出機を用いてペレットにした。
　前記作製したイミド化樹脂のペレットを二軸押し出し機に供給し、シート状に溶融押し
出しして、高テンションで搬送した後に巻き取り、厚さ４０μｍの長尺状のフィルム５を
得た。
　トリアジン化合物Ａ
【０１２９】
【化８】

【０１３０】
　Ｍｅはメチル基、Ｈｘはヘキシル基を表す。
【０１３１】
［フィルム６の作製］
　溶融押し出した長尺状の未延伸シートの厚みを変更した以外はフィルム５と同様の条件
で作製した原膜を、高温下で延伸することで表１に記載の長尺状のフィルム６を作製した
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。
【０１３２】
［フィルム７の作製］
　ＰＭＭＡ（ポリメタクリル酸メチル）樹脂（旭化成ケミカルズ（株）製デルペット８０
Ｎ）を９０℃の真空乾燥機で乾燥して含水率を０．０３％以下とした後、ＰＭＭＡ（ポリ
メタクリル酸メチル）樹脂１００質量部に対して、紫外線吸収剤（ＡＤＥＫＡ（株）製　
アデカスタブＬＡ-３１）を１．０質量部、安定剤（イルガノックス１０１０（チバガイ
ギ（株）製）０．３質量部を、２軸混練機にて２３０℃にて混合し、ＰＭＭＡ樹脂ペレッ
ト７を作製した。
【０１３３】
　上記で作製したＰＭＭＡ樹脂ペレット７を、二軸押出機を用いて、コートハンガー型Ｔ
ダイから溶融押出して、高テンションで搬送した後に巻き取り、厚さ３０μｍの長尺状の
フィルム７を得た。
【０１３４】
［フィルム８～１１の作製］
　溶融押し出した長尺状の未延伸シートの厚みを変更した以外はフィルム７と同様の条件
で作製した原膜を、高温下で延伸することで表１に記載の長尺状のフィルム８～１１を作
製した。
【０１３５】
［フィルム１２の作製］
　市販のセルロースアセテートフィルム（フジタック　ＴＤ６０、富士フイルム（株）製
）を用意し、フィルム１２として使用した。
【０１３６】
［フィルム１３の作製］
　市販のノルボルネン系ポリマーフィルム「ＺＥＯＮＯＲ　ＺＦ１４－０６０」（（株）
オプテス製）を用意し、フィルム１３として使用した。
【０１３７】
［フィルム１４の作製］
（原料ポリエステルの合成）
（原料ポリエステル１）
　以下に示すように、テレフタル酸及びエチレングリコールを直接反応させて水を留去し
、エステル化した後、減圧下で重縮合を行なう直接エステル化法を用いて、連続重合装置
によりポリエステル（Ｓｂ触媒系ＰＥＴ）を得た。
【０１３８】
（１）エステル化反応
　第一エステル化反応槽に、高純度テレフタル酸４．７トンとエチレングリコール１．８
トンを９０分かけて混合してスラリー形成させ、３８００ｋｇ／ｈの流量で連続的に第一
エステル化反応槽に供給した。更に三酸化アンチモンのエチレングリコール溶液を連続的
に供給し、反応槽内温度２５０℃、攪拌下、平均滞留時間約４．３時間で反応を行なった
。このとき、三酸化アンチモンはSb添加量が元素換算値で１５０ｐｐｍとなるように連続
的に添加した。
【０１３９】
　この反応物を第二エステル化反応槽に移送し、攪拌下、反応槽内温度２５０℃で、平均
滞留時間で１．２時間反応させた。第二エステル化反応槽には、酢酸マグネシウムのエチ
レングリコール溶液と、リン酸トリメチルのエチレングリコール溶液を、Ｍｇ添加量およ
びＰ添加量が元素換算値でそれぞれ６５ｐｐｍ、３５ｐｐｍになるように連続的に供給し
た。
【０１４０】
（２）重縮合反応
　上記で得られたエステル化反応生成物を連続的に第一重縮合反応槽に供給し、攪拌下、
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反応温度２７０℃、反応槽内圧力２０ｔｏｒｒ（２．６７×１０-3ＭＰａ）で、平均滞留
時間約１．８時間で重縮合させた。
【０１４１】
　更に、第二重縮合反応槽に移送し、この反応槽において攪拌下、反応槽内温度２７６℃
、反応槽内圧力５ｔｏｒｒ（６．６７×１０-4ＭＰａ）で滞留時間約１．２時間の条件で
反応（重縮合）させた。
【０１４２】
　次いで、更に第三重縮合反応槽に移送し、この反応槽では、反応槽内温度２７８℃、反
応槽内圧力１．５ｔｏｒｒ（２．０×１０-4ＭＰａ）で、滞留時間１．５時間の条件で反
応（重縮合）させ、反応物（ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ））を得た。
【０１４３】
　次に、得られた反応物を、冷水にストランド状に吐出し、直ちにカッティングしてポリ
エステルのペレット＜断面：長径約４ｍｍ、短径約２ｍｍ、長さ：約３ｍｍ＞を作製した
。
【０１４４】
　得られたポリマーは、ＩＶ＝０．６３であった（以降、ＰＥＴ１と略す）。
【０１４５】
（原料ポリエステル２）
　乾燥させた紫外線吸収剤（２，２'－（１，４－フェニレン）ビス（４Ｈ－３，１－ベ
ンズオキサジノン－４－オン）１０質量部、ＰＥＴ１（ＩＶ＝０．６３）９０質量部を混
合し、混練押出機を用い、紫外線吸収剤含有する原料ポリエステル２を得た（以降、ＰＥ
Ｔ２と略す）。
【０１４６】
（フィルム成形工程）
　原料ポリエステル１（ＰＥＴ１）９０質量部と、紫外線吸収剤を含有した原料ポリエス
テル２（ＰＥＴ２）１０質量部を、含水率２０ｐｐｍ以下に乾燥させた後、直径５０ｍｍ
の１軸混練押出機１のホッパー１に投入し、押出機１で３００℃に溶融した。下記押出条
件により、ギアポンプ、濾過器（孔径２０μｍ）を介し、ダイから押出した。
　溶融樹脂の押出条件は、圧力変動を１％、溶融樹脂の温度分布を２％として、溶融樹脂
をダイから押出した。具体的には、背圧を、押出機のバレル内平均圧力に対して１％加圧
し、押出機の配管温度を、押出機のバレル内平均温度に対して２％高い温度で加熱した。
　ダイから押出した溶融樹脂は、温度２５℃に設定された冷却キャストドラム上に押出し
、静電印加法を用い冷却キャストドラムに密着させた。冷却キャストドラムに対向配置さ
れた剥ぎ取りロールを用いて剥離し、未延伸ポリエステルフィルムを得た。
【０１４７】
（横延伸工程）
　未延伸ポリエステルフィルムをテンター（横延伸機）に導き、フィルムの端部をクリッ
プで把持しながら、下記の方法、条件にて横延伸した。
【０１４８】
（予熱部）
予熱温度を９５℃とし、延伸可能な温度まで加熱した。
【０１４９】
（延伸部）
予熱された未延伸ポリエステルフィルムを、幅方向に下記の条件にて横延伸した。
　<条件>
　・横延伸温度：９５℃
　・横延伸倍率：４．７倍
【０１５０】
（熱固定部）
　次いで、ポリエステルフィルムの膜面温度を下記範囲に制御しながら、熱固定処理を行
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った。
　<条件>
　・熱固定温度：１８０℃
　・熱固定時間：１５秒
【０１５１】
（熱緩和部）
熱固定後のポリエステルフィルムを下記の温度に加熱し、フィルムを緩和した。
　・熱緩和温度：１７０℃
　・熱緩和率：ＴＤ方向（フィルム幅方向）２％
【０１５２】
（冷却部）
次に、熱緩和後のポリエステルフィルムを５０℃の冷却温度にて冷却した。
【０１５３】
（フィルムの回収）
　冷却の後、ポリエステルフィルムの両端を２０ｃｍずつトリミングした。その後、両端
に幅１０ｍｍで押出し加工（ナーリング）を行なった後、張力１８ｋｇ／ｍで巻き取った
。
　以上のようにして、厚さ６０μｍのポリエステル系ポリマーのフィルム１４を得た。
【０１５４】
［フィルム１５の作製］
　市販のセルロールアシレートフィルムＺＲＤ４０（富士フィルム（株）製）を用意し、
フィルム１５として使用した。フィルム１５の膜厚は４１μｍであった。
【０１５５】
［フィルム１６の作製］
　（セルロースアシレートの調製）　　　
　特開平１０－４５８０４号公報、同０８－２３１７６１号公報に記載の方法で、セルロ
ースアシレートを合成し、その置換度を測定した。具体的には、触媒として硫酸（セルロ
ース１００質量部に対し７．８質量部）を添加し、アシル置換基の原料となるカルボン酸
を添加し４０℃でアシル化反応を行った。この時、カルボン酸の種類、量を調整すること
でアシル基の種類、置換度を調整した。またアシル化後に４０℃で熟成を行った。さらに
このセルロースアシレートの低分子量成分をアセトンで洗浄し除去した。　
【０１５６】
（低置換度層用セルロースアシレート溶液の調製）　　　
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、撹拌して、各成分を溶解し、セルロースア
シレート溶液を調製した。
セルロースアセテート（置換度２．４５）　　　　　　　　１００．０質量部　　　
下記光学発現剤Ｂ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．３質量部
下記添加剤（カルボン酸とジオールとの重縮合エステル）　　１８．５質量部　　　
メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６５．５質量部　　　
メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５４．６質量部　　
【０１５７】
（高置換度層用セルロースアシレート溶液の調製）　　　
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、撹拌して、各成分を溶解し、セルロースア
シレート溶液を調製した。
　セルロースアセテート（置換度２．７９）　　　　　　　　１００．０質量部　　　
　下記添加剤（カルボン酸とジオールとの重縮合エステル）　　１１．３質量部
　シリカ微粒子　Ｒ９７２（日本エアロジル製）　　　　　　　０．１５質量部　　　
　メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９５．０質量部　　　
　メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５９．０質量部　　
【０１５８】
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　光学発現剤Ｂ
【０１５９】
【化９】

【０１６０】
　重縮合エステル：ジカルボン酸としてのテレフタル酸、コハク酸と、ジオールとしての
エチレングリコール、１，２－プロピレングリコールとの重縮合エステル（テレフタル酸
：フタル酸：エチレングリコール：１，２－プロピレングリコール＝５５：４５：５０：
５０（モル比））（末端：アセチル基、分子量８００）
【０１６１】
（セルロースアシレートフィルムの作成）　　　
　前記低置換度層用セルロースアシレート溶液を膜厚３６μｍのコア層になるように、前
記高置換度層用セルロースアシレート溶液をコア層の両面に各々膜厚２μｍのスキン層に
なるように、それぞれ流延した。得られたウェブ（フィルム）をバンドから剥離し、クリ
ップに挟み、フィルム全体の質量に対する残留溶媒量が２０～５％の状態のときに１３０
℃にてテンターを用いて１４％横延伸した。その後にフィルムからクリップを外して１３
０℃で２０分間乾燥させた後、更に１８０℃でテンターを用いて２７％再度横延伸した。
　なお、残留溶媒量は下記の式にしたがって求めた。　　　
　残留溶媒量（質量％）＝｛（Ｍ－Ｎ）／Ｎ｝×１００　　　
　ここで、Ｍはウェブの任意時点での質量、ＮはＭを測定したウェブを１２０℃で２時間
乾燥させた時の質量である。　　
　これより熱可塑性樹脂フィルム１６を得た（膜厚４０μｍ、Ｒｅ＝５０ｎｍ、Ｒｔｈ＝
１２０ｎｍ）。
【０１６２】
［フィルム１７の作製］
＜セルロースアシレート溶液の調製＞　
　セルロースアシレートおよび下記の組成物をミキシングタンクに投入し、攪拌して各成
分を溶解し、セルロースアシレート溶液１７を調製した。　
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
セルロースアシレート溶液１７組成
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
　アセチル置換度１．６、プロピオニル置換度０．９のセルロースアシレート
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．０質量部　
　スクロースベンゾエート　ベンゾエート置換度６．０　　　　　　８．０質量部　
　下記添加剤（カルボン酸とジオールとの重縮合エステル）　　　　２．０質量部　
　メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　　　　　　　４００．０質量部　
　エタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０．０質量部　
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
【０１６３】
　重縮合エステル：ジカルボン酸としてのテレフタル酸、アジピン酸と、ジオールとして
のエチレングリコール、１，２－プロピレングリコールとの重縮合エステル（テレフタル
酸：：アジピン酸：エチレングリコール：１，２－プロピレングリコール＝５５：４５：
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【０１６４】
＜マット剤溶液の調製＞
　下記の組成物を分散機に投入し、攪拌して各成分を溶解し、マット剤溶液を調製した。
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
マット剤溶液の組成　
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――　
　平均粒子サイズ１６ｎｍのシリカ粒子（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２、　日本アエロジル
（株）製）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．６質量部　
　メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　　　　　　　７８．９質量部　
　エタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　　　　８．８質量部　
　セルロースアシレート溶液１７　　　　　　　　　　　　　　　０．３質量部　
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――　
【０１６５】
　上記マット剤溶液の１．０質量部を濾過後にセルロースアシレート溶液１７を９２．７
質量部加えて、インラインミキサーを用いて混合し、バンド流延機を用いて流延し、直後
に乾燥風温度３０℃、乾燥風速度１．４ｍ／ｓで残留溶媒含量４０％まで乾燥し、フィル
ムを剥ぎ取った。乾燥風は有機溶剤濃度が１％以下の新鮮風とした。１３０℃の雰囲気温
度で残留溶媒含量１５％のフィルムをテンターを用いて延伸倍率１．３６倍、延伸速度１
５０％／分で横延伸したのち、１３０℃で３０秒間保持した。その後、クリップを外して
１２０℃で４０分間乾燥させ、幅２０００ｍｍの熱可塑性樹脂フィルム１７を得た（膜厚
４０μｍ、Ｒｅ＝５０ｎｍ、Ｒｔｈ＝１２０ｎｍ）。
【０１６６】
［フィルム１８の作製］
　「ゼオノア１４２０　Ｒ」｛日本ゼオン（株）製、厚み１００μｍ｝を、縦一軸延伸機
において、給気温度１４０℃、フィルム膜面温度１３０℃で、延伸倍率３３％で縦延伸し
た。その後、テンター延伸機において、給気温度１４０℃、フィルム膜面温度１３０℃で
延伸倍率４５％で横延伸し、巻取り部前で両端部を切り落とし幅１５００ｍｍとし、長さ
４０００ｍのロールフィルムとして巻き取り、二軸延伸した熱可塑性樹脂フィルム１８を
得た（膜厚４０μｍ、Ｒｅ＝５０ｎｍ、Ｒｔｈ＝１２０ｎｍ）。
【０１６７】
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【表１】

【０１６８】
　ここで、膜厚［μｍ］、［ＧＰａ］、湿度寸法変化率［％］、光学特性［ｎｍ］は、以
下のようにして測定した。
【０１６９】
　［膜厚の測定］
　５ｃｍ角の試料を用意し、２５℃相対湿度６０％の環境に４８時間放置した後、面内６
点の膜厚を測定した平均値を膜厚として使用した。
【０１７０】
　［引張弾性率の測定］
　引張弾性率（ＧＰａ）は、測定方向の長さが２００ｍｍ、幅が１０ｍｍの試料を用意し
、２５℃相対湿度６０％の環境に４８時間放置した後、東洋精機製のストログラフＶ１０
－Ｃを用い、長手方向のチャック間隔が１００ｍｍとなるように設置し、延伸速度１０ｍ
ｍ／分でチャック間隔が広がるように加重を加えて、その時の力を測定した。予めマイク
ロメーターで測定していたフィルムの厚み、力、伸び量から引張弾性率を算出した。
【０１７１】
　［湿度寸法変化率の測定］
　長さ１２ｃｍ（測定方向）、幅３ｃｍの試料を用意し、該試料に２５℃相対湿度６０％
の環境にて１０ｃｍの間隔でピン孔を空け、試料を２５℃相対湿度８０％の環境に４８時
間放置した後に測定したピン孔の間隔（測定値をＬ８０とした）と、試料を２５℃相対湿
度１０％の環境に４８時間放置した後に測定したピン孔の間隔（測定値をＬ１０とした）
とをピンゲージで測長した。これらの測定値を用いて下記式により各フィルムの湿度寸法
変化率を算出した。
　フィルムの湿度寸法変化率［％］＝｛（Ｌ８０［ｃｍ］－Ｌ１０［ｃｍ］）／１０［ｃ
ｍ］｝×１００
【０１７２】
　［光学特性の測定］
　各フィルムを２５℃相対湿度６０％にて２４時間調湿後、自動複屈折計（ＫＯＢＲＡ－
２１ＡＤＨ：王子計測機器（株）製）を用いて、２５℃相対湿度６０％において、フィル
ム表面に対し垂直方向及び遅相軸を回転軸としてフィルム面法線から＋５０°から－５０
°まで１０°刻みで傾斜させた方向から波長５９０ｎｍにおける位相差を測定して、面内
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レターデーション値（Ｒｅ）と膜厚方向のレターデーション値（Ｒｔｈ）とを算出した。
面内遅相軸の向きは、面内の屈折率が最大となる向きに対応し、表１中の「ＭＤ」は、フ
ィルムのＭＤ方向±５°の範囲に方向に面内遅相軸が存在することを示す。表１中の「Ｔ
Ｄ」は、フィルムのＴＤ方向±５°の範囲に方向に面内遅相軸が存在することを示す。
【０１７３】
＜ハードコート層付きフィルム１～１４、１９の作製＞
【０１７４】
〔ハードコート層形成用塗布組成物ＨＣＬ－１の調製〕
　ペンタエリスリトールトリアクリレート８質量部、イルガキュア１２７（ＢＡＳＦ製）
０．５質量部、下記式Ｃ－３で表される２官能のアクリル化合物４質量部を混合してハー
ドコート層形成用塗布物（ＨＣＬ－１）を調製した。
【０１７５】
【化１０】

【０１７６】
〔ハードコート層の作製〕
　上記で作製した光学フィルム１～１４および１９の上に、ダイコート法によってハード
コート層形成用塗布液（ＨＣＬ－１）を塗布し、８０℃で５分間乾燥の後、さらに窒素パ
ージ下で２４０Ｗ／ｃｍの「空冷メタルハライドランプ」｛アイグラフィックス（株）製
｝を用いて、照射量３００ｍＪ／ｃｍ2の紫外線を照射して塗布層を硬化させ、乾燥膜厚
５μｍのハードコート層を形成した。
　この様にして、各上記にて作製したフィルム１～１４および１９上にハードコート層を
有する、ハードコート層付きフィルム１～１４および１９を作製した。
【０１７７】
＜偏光板の作製＞
［偏光子の作製］
　延伸したポリビニルアルコールフィルムにヨウ素を吸着させることで、膜厚２０μｍの
偏光子を作製した。なお、偏光子の作製法として、例えば特開２００１－１４１９２６号
公報の実施例１に記載の方法を用いてもよいし、特開２０１３－００８０１９号公報に記
載の偏光フィルム（１）のように、非晶性ＰＥＴ基材上に製膜したＰＶＡ層を延伸して作
製してもよい。
【０１７８】
〔液晶表示装置２に使用する偏光板の作製〕
（貼合法Ａを用いた偏光板作製）
　［偏光板用接着剤］
　２－ヒドロキシエチルアクリレート１００質量部、トリレンジイソシアネート１０質量
部および光重合開始剤（イルガキュア９０７、ＢＡＳＦ製）３質量部、を配合して偏光板
用接着剤を調製した。
【０１７９】
　前記の方法で作製した長尺状の光学フィルムである前記ハードコート層付きフィルム２
およびフィルム２を準備し、２枚のフィルム上に、上記偏光板用接着剤を、マイクログラ
ビアコーター（グラビアロール：＃３００，回転速度１４０％／ライン速）を用いて、厚
さ５μｍになるように塗工し、接着剤付き光学フィルムとした。次いで、前記接着剤付き
フィルム２枚で前記膜厚２０μｍの偏光子を挟持するように、ロール機でロールツーロー
ルで偏光子の両面に貼り合わせた。貼り合わせた光学フィルム側（両側）から、紫外線を
照射して、後述する表２の液晶表示装置２のフロント側偏光板を作製した。なお、ライン
速度は２０ｍ／ｍｉｎ、紫外線の積算光量３００ｍＪ／ｃｍ2とした。ここで、偏光子の
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透過軸とフィルムの搬送方向とが直交するように配置した。同様に、ハードコート層付き
フィルム２の代わりにフィルム２を用いた以外は前記フロント側偏光板の作製と同様にし
て、後述する表２の液晶表示装置２のリア側偏光板を作製した。
【０１８０】
〔液晶表示装置１、３～９、１１～１８、２０～３８に使用する偏光板の作製〕
　前記液晶表示装置２に使用する偏光板の作製において、貼合に使用するフィルムを、下
記表２に記載の組み合わせに変更した以外は、前記液晶表示装置２に使用する偏光板と同
様の方法で、各液晶表示装置のフロント側偏光板とリア側偏光板を作製した。ここで、偏
光子の透過軸とフィルムの搬送方向とが直交するように配置した。
【０１８１】
〔液晶表示装置１０に使用する偏光板の作製〕
（貼合法Ｂを用いた偏光板の作製）
　前記の方法で作製した長尺状の光学フィルムである前記ハードコート層付きフィルム２
およびフィルム２の表面にコロナ処理を施した。次いで、コロナ処理した２枚のフィルム
で前記膜厚２０μｍの偏光子を挟持するように、ポリビニルアルコール系接着剤を用いて
、ロール機でロールツーロールで偏光子の両面に貼り合わせ、７０℃で１０分以上乾燥し
て、後述する表２の液晶表示装置１０のフロント側偏光板を作製した。ここで、偏光子の
透過軸とフィルムの搬送方向とが直交するように配置した。同様に、ハードコート層付き
フィルム２の代わりにフィルム２を用いた以外は前記フロント側偏光板の作製と同様にし
て、後述する表２の液晶表示装置１０のリア側偏光板を作製した。
【０１８２】
〔液晶表示装置１９に使用する偏光板の作製〕
　［フィルムの鹸化］
　前記の方法で作製した長尺状の光学フィルムであるハードコート層付きフィルム１２お
よびフィルム１２を用意し、５５℃に保った１．５ｍｏｌ／ＬのＮａＯＨ水溶液（鹸化液
）に２分間浸漬した後、フィルムを水洗し、その後、２５℃の０．０５ｍｏｌ／Ｌの硫酸
水溶液に３０秒浸漬した後、更に水洗浴を３０秒流水下に通して、フィルムを中性の状態
にした。そして、エアナイフによる水切りを３回繰り返し、水を落とした後に７０℃の乾
燥ゾーンに１５秒間滞留させて乾燥し、鹸化処理したフィルムを作製した。
【０１８３】
　前記の方法で作製した長尺状の光学フィルムであるフィルム２の表面にコロナ処理を施
した。次いで、前記鹸化処理したハードコート層付きフィルム１２と前記コロナ処理した
フィルム２とで前記膜厚２０μｍの偏光子を挟持するように、ポリビニルアルコール系接
着剤を用いて、ロール機でロールツーロールで偏光子の両面に貼り合わせ、７０℃で１０
分以上乾燥して、後述する表２の液晶表示装置１９のフロント側偏光板を作製した。ここ
で、偏光子の透過軸とフィルムの搬送方向とが直交するように配置した。同様に、前記鹸
化処理したハードコート層付きフィルム１２の代わりに前記鹸化処理したフィルム１２を
用いた以外は前記フロント側偏光板の作製と同様にして、後述する表２の液晶表示装置１
９のリア側偏光板を作製した。
【０１８４】
〔液晶表示装置１～３２の作製〕
　市販のＩＰＳ型液晶テレビ（ＬＧ電子製４２ＬＳ５６００）の２枚の偏光板をはがし、
前記作製した偏光板を、下記表２に記載した組み合わせで粘着剤を介して、フロント側お
よびリア側に一枚ずつ貼り付けた。フロント側の偏光板の吸収軸が長手方向（左右方向）
に、そして、リア側の偏光板の透過軸が長手方向（左右方向）になるように、クロスニコ
ル配置とした。液晶セルに使用されているガラスの厚さは０．５ｍｍであった。このよう
にして、以下表２に示す構成の液晶表示装置1～３２を作製した。
【０１８５】
〔液晶表示装置３３～３８の作製〕
　市販のＶＡ型液晶テレビ（Ｓｋｙｗｏｒｔｈ製３９Ｅ６１ＨＲ）の２枚の偏光板をはが
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し、前記作製した偏光板を、下記表２に記載した組み合わせで粘着剤を介して、フロント
側およびリア側に一枚ずつ貼り付けた。フロント側の偏光板の吸収軸が長手方向（左右方
向）に、そして、リア側の偏光板の透過軸が長手方向（左右方向）になるように、クロス
ニコル配置とした。液晶セルに使用されているガラスの厚さは０．５ｍｍであった。この
ようにして、以下表２に示す構成の液晶表示装置３３～３８を作製した。
【０１８６】
＜液晶表示装置の評価＞
【０１８７】
（１）表示ムラの評価
　作製した液晶表示装置について、５０℃相対湿度８０％で７２時間サーモ後、２５℃相
対湿度６０％で２時間放置した後で液晶表示装置のバックライトを点灯し、点灯から１０
時間後に、暗室でパネルの四隅の光漏れを基準パネルと比較評価し、表示ムラの評価とし
た。
　また、評価パネルを輝度計測用カメラ「ＰｒｏＭｅｔｒｉｃ」（Ｒａｄｉａｎｔ　Ｉｍ
ａｇｉｎｇ社製）で画面正面から黒表示画面を撮影し、全画面の平均輝度と、４角の光漏
れが大きい箇所の輝度差を算出することで、基準パネルとの光漏れの差ΔＬを下記式で定
量化した。
　ΔＬ＝（基準パネルの光漏れ）－（評価パネルの光漏れ）
　評価結果および各液晶表示装置と比較する基準パネルを下記表２に記載した。
　Ａ：基準パネルとの光漏れ差がより明確に視認でき、基準パネルに対する光漏れ低減効
果がより大きい（０．０４ｃｄ／ｍ２＜ΔＬ）。
　Ｂ：基準パネルとの光漏れ差が明確に視認でき、基準パネルに対する光漏れ低減効果が
大きい（０．０３ｃｄ／ｍ２＜ΔＬ）。
　Ｃ：基準パネルとの光漏れ差がわずかに視認できる程度であり、基準パネルに対する光
漏れ低減効果がほとんどない（０．０１ｃｄ／ｍ２＜ΔＬ≦０．０３ｃｄ／ｍ２）。
　Ｄ：基準パネルとの光漏れ差が視認できず、基準パネルに対する光漏れ低減効果は確認
できなかった（ΔＬ≦０．０１ｃｄ／ｍ２）。
【０１８８】
（２）液晶セルの反りの評価
　作製した液晶表示装置について、５０℃相対湿度８０％で７２時間サーモ後、２５℃相
対湿度６０％で２時間放置した後で液晶表示装置のバックライトを点灯し、点灯から１０
時間後に分解して液晶セルを取り出した。液晶セルの反り形状は、長手方向に視認側凹で
あった。続いて、液晶セルを縦置き状態に固定し、レーザー変位計を用いて液晶セルの長
手方向の反り量を評価した。また、反り量から基準パネルに対する反り低減率を下記式に
より算出した。評価結果および各液晶表示装置と比較する基準パネルを下記表２に記載し
た。
　反り低減率（％）＝（評価パネルの反り量）／（基準パネルの反り量）×１００
【０１８９】
（３）表示性能の評価
（３）－１　視野角コントラスト（斜め方向のコントラスト）
　測定器（ＢＭ５Ａ、ＴＯＰＣＯＮ社製）を用いて、暗室において、装置正面から極角方
向６０度において、方位角方向４５度と１３５度の黒表示及び白表示の輝度値を測定し、
視野角コントラスト（白輝度／黒輝度）を算出した。方位角方向４５度と１３５度の２方
向における視野角コントラストの平均値で、液晶表示装置の視野角コントラストを評価し
た。また、各種映像を表示し、方位角方向４５度と１３５度の２方向について、装置正面
から極角方向６０度までの視認性を官能評価した。
　Ａ：斜め方向でも映像の輪郭を明瞭に視認できる。（視野角コントラストが１５以上）
　Ｂ：極角方向４５度以上では映像の輪郭が不鮮明だが、極角方向４５度までは映像の輪
郭が明瞭で実用上は問題ない。（視野角コントラストが１０以上１５未満）
　Ｃ：極角方向４５度における映像の輪郭が不鮮明で実用上は問題となる場合がある。（
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視野角コントラストが１０未満）
【０１９０】
（３）－２　視野角色味（斜め方向の黒色味）
　暗室において、装置正面から極角方向６０度において、方位角方向０～３６０度の黒表
示の色味を官能評価した。黒色味変化に黄色や緑が混ざると、表示品位が著しく劣化する
ため、官能評価の判断基準を下記設定とした。
　Ａ：黒色味が青から赤の中で変化しており、表示品位として許容できる。
　Ｂ：黒色味に黄色または緑色が混ざりこみ、表示品位が著しく悪い。
【０１９１】
　下記表２中、表示性能の欄の「－」は評価を実施しなかったことを表す。
【０１９２】
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【表２】
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【手続補正書】
【提出日】平成29年7月7日(2017.7.7)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも、フロント側偏光板、液晶セル、およびリア側偏光板を具備する液晶表示装
置であって、
　前記フロント側偏光板は
　偏光子と、少なくとも偏光子の片面に、
　ポリメタクリル酸メチルからなり、機械方向（ＭＤ方向）の引張弾性率と機械方向に垂
直な方向（ＴＤ方向）の引張弾性率が式（１）の関係を満足する光学フィルムを具備し、
前記フロント側偏光板の前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置の
表示面の長辺の方向に並行である液晶表示装置。
　式（１）　ＭＤ方向の引張弾性率／ＴＤ方向の引張弾性率　＞　１．３６
【請求項２】
　前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）の引張弾性率が１．７０×１０9～５．５×
１０9Ｎ／ｍ2であり、機械方向に垂直な方向（ＴＤ方向）の引張弾性率が１．２×１０9

～４．０×１０9Ｎ／ｍ2である、請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　前記光学フィルムの式（ｉ）及び（ｉｉ）で表されるフィルム面内のレターデーション
値Ｒｅ及びフィルム膜厚方向のレターデーション値Ｒｔｈが式（ｉｉｉ）及び（ｉｖ）を
満たす請求項１又は２に記載の液晶表示装置。
　（ｉ）　Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
　（ｉｉ）　Ｒｔｈ＝（（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ）×ｄ
　（ｉｉｉ）　０≦Ｒｅ＜２０
　（ｉｖ）　｜Ｒｔｈ｜≦２５
　式中、ｎｘはフィルム面内の遅相軸方向の屈折率であり、ｎｙはフィルム面内の進相軸
方向の屈折率であり、ｎｚはフィルムの厚み方向の屈折率であり、ｄはフィルムの厚さ（
ｎｍ）である。
【請求項４】
　前記光学フィルムの表面にパターン位相差層、λ／４層、光学異方性層、ハードコート
層、防眩層、反射防止層、帯電防止層、及び易接着層の少なくとも一層を設けた請求項１
～３のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
　前記リア側偏光板が
偏光子と、少なくとも偏光子の片面に、
前記光学フィルムを具備し、
前記リア側偏光板の前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置の短辺
の方向に並行である請求項１～４のいずれか一項に記載の液晶表示装置。
【請求項６】
　前記フロント側偏光板の偏光子の両面に前記光学フィルムを具備し、
前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置の長辺の方向に並行である
請求項１～５のいずれか一項に記載の液晶表示装置。
【請求項７】
　前記リア側偏光板の偏光子の両面に前記光学フィルムを具備し、
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前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置の短辺の方向に並行である
請求項５又は６に記載の液晶表示装置。
【請求項８】
　前記偏光子と前記光学フィルムが硬化型接着剤により接着されている請求項１～７のい
ずれか一項に記載の液晶表示装置。
【請求項９】
　前記液晶セルがＩＰＳモード、またはＶＡモードである請求項１～８のいずれか一項に
記載の液晶表示装置。
 
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　本発明者らの検討によると、アクリル系樹脂からなるアクリル系フィルムの機械方向（
ＭＤ方向）の引張弾性率を、機械方向に垂直な方向（ＴＤ方向）の引張弾性率で割った比
の値を１．３６より大きくすることで、液晶セルの反りを大きく低減でき、結果として光
漏れを顕著に改善できるとの知見を得、本発明を完成するに至った。
　すなわち、下記手段により上記課題を解決できる。
＜１＞
　少なくとも、フロント側の偏光板、液晶セル、およびリア側偏光板を具備する液晶表示
装置であって、
　前記フロント側の偏光板は
　偏光子と、少なくとも偏光子の片面に、
　ポリメタクリル酸メチルからなり、機械方向（ＭＤ方向）の引張弾性率と機械方向に垂
直な方向（ＴＤ方向）の引張弾性率が式（１）の関係を満足する光学フィルムを具備し、
前記フロント側の偏光板の前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置
の表示面の長辺の方向に並行である液晶表示装置。
　式（１）　ＭＤ方向の引張弾性率／ＴＤ方向の引張弾性率　＞　１．３６
＜２＞
　前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）の引張弾性率が１．７０×１０9～５．５×
１０9Ｎ／ｍ2であり、機械方向に垂直な方向（ＴＤ方向）の引張弾性率が１．２×１０9

～４．０×１０9Ｎ／ｍ2である、＜１＞に記載の液晶表示装置。
＜３＞
　前記光学フィルムの式（ｉ）及び（ｉｉ）で表されるフィルム面内のレターデーション
値Ｒｅ及びフィルム膜厚方向のレターデーション値Ｒｔｈが式（ｉｉｉ）及び（ｉｖ）を
満たす＜１＞又は＜２＞に記載の液晶表示装置。
　（ｉ）　Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
　（ｉｉ）　Ｒｔｈ＝（（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ）×ｄ
　（ｉｉｉ）　０≦Ｒｅ＜２０
　（ｉｖ）　｜Ｒｔｈ｜≦２５
　式中、ｎｘはフィルム面内の遅相軸方向の屈折率であり、ｎｙはフィルム面内の進相軸
方向の屈折率であり、ｎｚはフィルムの厚み方向の屈折率であり、ｄはフィルムの厚さ（
ｎｍ）である。
＜４＞
　前記光学フィルムの表面にパターン位相差層、λ／４層、光学異方性層、ハードコート
層、防眩層、反射防止層、帯電防止層、及び易接着層の少なくとも一層を設けた＜１＞～
＜３＞のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
＜５＞
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　前記リア側偏光板が
偏光子と、少なくとも偏光子の片面に、
前記光学フィルムを具備し、
前記リア側偏光板の前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置の短辺
の方向に並行である＜１＞～＜４＞のいずれか一項に記載の液晶表示装置。
＜６＞
　前記フロント側偏光板の偏光子の両面に前記光学フィルムを具備し、
前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置の長辺の方向に並行である
＜１＞～＜５＞のいずれか一項に記載の液晶表示装置。
＜７＞
　前記リア側偏光板の偏光子の両面に前記光学フィルムを具備し、
前記光学フィルムの機械方向（ＭＤ方向）が前記液晶表示装置の短辺の方向に並行である
＜５＞又は＜６＞に記載の液晶表示装置。
＜８＞
　前記偏光子と前記光学フィルムが硬化型接着剤により接着されている＜１＞～＜７＞の
いずれか一項に記載の液晶表示装置。
＜９＞
　前記液晶セルがＩＰＳモード、またはＶＡモードである＜１＞～＜８＞のいずれか一項
に記載の液晶表示装置。
　本発明は、前記＜１＞～＜９＞に係る発明であるが、以下、それ以外の事項についても
記載している。
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　　　　 　　        FB21  FC05  FC07  FC33  FD09  FD35  GA08  GA22  GA23  HA06 
　　　　 　　        HA09  HA11  HA13  HA14  HA15  HA20  HA21  LA06  LA21  PA44 
　　　　 　　        PA82  PA86 
　　　　 　　  4F100 AK21  AK25B AK51  AR00A AR00D AS00C BA04  BA05  CB02  CC00E
　　　　 　　        EC18  EJ54  GB41  JB14  JG03E JK07B JK12E JL04  JL11E JN06E
　　　　 　　        JN10A JN10D JN18  JN30E YY00B
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摘要(译)

解决的问题：提供一种液晶显示装置，该液晶显示装置能够解决由于在
高湿度环境中存储后在打开光时由于液晶盒的翘曲而引起的漏光的问
题。 由丙烯酸树脂制成的光学膜，其在纵向（MD方向）上的拉伸弹性
模量和在与纵向（TD方向）垂直的方向上的拉伸弹性模量满足公式
（1）的关系。 式（1）MD弹性模量/ TD弹性模量> 1.36 [选择图]无
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